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Abstract: How to build a business ecosystem is an important issue for companies. So far business 
diversification has often been discussed from the view point of “conglomerate discounts” and “selection 
and concentration”. On the other hand, recently the necessity of “open innovation” through collaboration 
among various companies has been extensively discussed. In this research, a large-scale corporate 
information database is used to construct and visualize corporate networks based on corporate capital 
relations. Then from the viewpoints of business diversification, decentralization and openization, we clarify 
the characteristics of parent companies and capital networks of major corporate groups and quantitatively 
analyze the relation between these characteristics and the profit of the companies.  
 

1. はじめに 

企業にとって，自社のコアバリューの提供ととも

に，自社のコアバリューを取り巻くバリューチェー

ン，すなわち事業のエコシステムをどのように構築

するかは重要な課題である．様々なバリューを自社

グループで統合しバリューチェーンを構築する企業

が存在する一方で，一部のコアバリューに専念する

企業も存在する．従来，様々な産業分野を統合する

コングロマリット経営の非効率性と，選択と集中に

よるコアコンピタンス経営の重要性が論じられてき

た． しかし，企業の戦略は様々であり，例えば以下
のような事例が挙げられる． 
z スマートホン事業において，グーグルは OS を

ディスクローズし，他の携帯端末メーカーと明

確な役割分担を行っているのに対し，アップル

は自社で OS から携帯電話までの仕様をクロー
ズにし，すべて自社ブランドに統合している． 

z また，コンピューター業界では製品をモジュー

ル化することが重要とされるのに対し，自動車

では製品を統合することが重要とされる． 
近年，他社との連携によるオープンイノベーショ

ンや事業エコシステムの重要性が論じられている．

しかし，各社が事業エコシステムを構築するにあた

り，例えば，以下のような疑問が残るであろう． 
(1) 事業の多角化 

自らの企業グループが取り込むべき産業の範

囲をどうすればよいのか．すなわち，特定産業

への特化と，関連産業の統合や多角化のどちら

の戦略をとるべきか．． 
(2) 事業の分散化 

本社と子会社の事業活動の範囲をどうすれば

よいのか．すなわち，親会社による事業の集中

化と，子会社群への事業の分散化のどちらの戦

略をとるべきか． 
(3) 事業のオープン化 

他の企業グループと協業をどの程度進めれば

よいのか．すなわち，自らの企業グループによ

る閉鎖的なエコシステムと，他の企業グループ

との開放的なエコシステムのどちらを構築す

べきか． 
前述の事例の通り，企業の戦略や業界の特徴はそ

れぞれ異なるかもしれないが，コングロマリット

ディスカウントやオープンイノベーションについて

のこれまでの研究は，特定産業を対象としたものが

多く，網羅的な分析は十分とはいえない． 
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本研究の目的は，企業のエコシステムは分野に

よって異なるという仮説に基づき，グローバルな大

手企業について，産業ごとに，事業エコシステムの

「多角化」，「分散化」および「オープン化」の特徴，

および利益との関係を網羅的に示すことである． 
この目的のために，企業グループの資本関係に注

目し，特定の株主に所有されない独立した企業と，

その子会社，およびこれらの企業群の間の資本関係

に基づく資本ネットワークの特徴を分析する．まず，

グローバルな企業情報データベースを用いて，2017
年の連結売上高が 10億ドル以上の親会社 5,258社お
よびその子会社を抽出する．次に，抽出した企業の

資本関係に基づく資本ネットワークを構築して可視

化する．さらに，親会社と子会社，およびこれらの

企業群の資本ネットワークの特徴量を算出し，最後

に，多角化，分散化およびオープン化の観点から，

これらの特徴量と利益の関係を，産業ごとに，網羅

的に分析・考察する． 

2. 関連研究 

2.1. 事業エコシステム 

エコシステムとは，生物学的システムを意味する

ことが多いが，広義には様々なアクターが存在する

産業や事業システムなどの複雑系システムを意味す

る場合もある．産業や事業におけるエコシステムに

ついて，Mcintyre et al.(2016)はこれを  (1)Industrial 
organization econom-ics，(2)Technology management，
(3)Strategic managementの 3つの視点で分類し今後の
研究課題について示した [1]．また，Tsujimoto et 
al.(2018)はこれを (1)Industrial ecology， (2)Business 
ecosystem， (3)Platform management， (4)Multi-actor 
network に階層化した視点を示している[2]．本研究
では，これらの先行研究をもとに，「相互作用する企

業間の経済的な依存関係や協調関係」を事業エコシ

ステムとし，これを分析する． 
企業が事業を拡大するに際し多角化してゆくこと

については，Berger et al.(1995)など 1990年代より，
コングロマリットディスカウントとしてその負の側

面が議論されてきた[3]．一方で，Schumpeter(1926)が
述べたようにイノベーションには異なる知識の結合

が必要であるとされ，Chesbrough (2005)はオープン
イノベーションの重要性を論じ，事業における協業

の重要性も指摘されている[4][5]．しかし，これらの
研究は，特定産業を対象としたものが多く，網羅的

な分析や産業間の比較分析は十分とはいえない． 

2.2. ネットワーク分析 

社会ネットワーク分析を経済学に適用した研究に

ついてはすでに様々なアプローチで研究がされてい

る．Jackson et al.(2017)はネットワーク分析の経済学
への適用を広くレビューし，ネットワーク構造と経

済行動の内生性を議論している [6]．Kojaku et 
al.(2018)は金融危機のネットワークを介した伝播を
モデル化した[7]．Nishino et al.(2018)は事業エコシス
テムにおけるネットワーク生成機構をエージェント

シミュレーションを用いて明らかにした「8]．Mizuno 
et al. (2020)は投資家の企業への影響力を測定し政府
と民間機関の投資戦略の違いを明らかにした[9]．本
研究では，企業グループの事業エコシステムを対象

として，これを，事業の多角化，分散化およびオー

プン化の観点から，産業ごとに，網羅的に分析する． 

3. 手法 

3.1. 分析の枠組み 

本研究で分析を行うにあたり，分析対象となる資

本ネットワーク定義と，分析の観点である多角化，

分散化およびオープン化の特徴を示す変数を以下に

述べる． 
(1) 資本ネットワーク 
「企業間による経済的面での相互作用する依存

関係や協調関係のシステム」である「事業エコシ

ステム」において，企業間の関係は，人的関係，

取引関係，資本関係，技術提携関係，などに基づ

いたものが挙げられる．本研究では，「事業エコ

システム」を定量的かつ網羅的に分析するため，

企業情報データベースを用い，上場企業の資本

関係に基づく「資本ネットワーク」を分析する．

ある企業が他の企業に出資している場合，二つ

の企業をノードとするエッジを作成し，エコシ

ステムを構成するノードとエッジから作成され

るグラフを資本ネットワークとする． 
(2) 事業の多角化 
企業情報データベース上の企業には所属する標

準産業コードが付与されている．本研究では，事

業の「多角化」を，資本ネットワークを構成する

企業の「標準産業の区分数」を用いて分析する． 
各企業には複数の産業コードが付与される場合

もあるが，主な産業コードをその企業の主産業

とし，資本ネットワークを構成する企業の産業

区分の数多い場合，多角化の程度が高いとする． 
(3) 事業の分散化 
資本ネットワークにおいては，他社に所有され

ていない親会社とその子会社が存在する．親会

社は子会社を設立し事業の分散化を図る．本研

究では，事業の「分散化」を，「子会社の数」や

「子会社売上高合計の親会社売上高に対する比
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率」などを用いて分析する．例えば，「子会社売

上高合計の親会社売上高に対する比率」が高い

場合，分散化の程度が高いとする． 
(4) 事業のオープン化 
企業間の資本関係には，親会社が子会社の 100%
の株式を完全所有する場合と，50%超の株式を
保有し子会社をメジャー所有する場合，50%以
下 20%以上の株式を保有する場合や 20%未満の
株式を保有する場合などマイナー所有する場合

がある．本研究では，事業の「オープン化」を，

親会社による子会社の「株式保有率」を用いて分

析する．例えば，「マイナー所有子会社の数に対

する完全所有子会社およびメジャー所有会社の

数の比率」が高い場合，オープン化の程度が高い

とする． 

3.2. 対象データ 

本研究で分析する企業データは，Bureau Van Dijk
社が提供する企業データベースである Orbis に収録
されている企業から抽出した．Orbisは 2018年時点
で非上場企業 3億件，上場企業 7万件を収録する世
界最大の企業データベースである．分析対象とする

企業の抽出条件を以下に示す． 
(1) Ultimate Owner（UO） 

まず，Orbisが収録する企業のうち，特定できる
株主がいないまたは株主の所有比率が不明で

ある場合は除いた所有比率の合計(Total Owner-
ship)が 50%を超える単独の株主がいない上場企
業を最終所有企業(Ultimate Owner: UO)として抽
出する．本研究では，2018年度までの企業情報
が収録されたデータベースから抽出した 2017
年度の売上高が USD 1Bil.以上の UO，および
2017年度の売上高が USD 10Bil.以上の UOを抽
出する． 

(2) Subsidiary（Sub） 
UOの子会社(Subsidiary Company: Sub)群を抽出
する．子会社は層(Tier)ごとに，UOの子会社を
SubT1，SubT1の子会社を SubT2，SubT2の子会
社を SubT3とし，順に SubT5まで抽出する．こ
こで，UO とそれぞれの UO の子会社群から成
る企業グループを UO グループ(Ultimate Owner 
Group: UOG)とする．また，UO の直接保有
（Direct Ownership）比率と間接保有（Indirect 
Ownership）比率を合わせた総合所有（Total 
Ownership）比率が 100%の子会社（Orbisが完全
子会社と設定した会社を含む）を完全子会社

（Wholly Owned Subsidiary：WhOSub）とし，
100%未満で 50%超の連結子会社をマジョリ
ティ子会社（ Majority Owned Subsidiary：

MaOSub），50%以下 20%以上の持分法適用子会
社をマイノリティ子会社（Minority Owned 
Subsidiary：MiOSub），20%未満の少数株保有会
社（Slightly Owned Subsidiary：SlOSub）とする．
UO の各 Tier の子会社抽出にあたり，同一の子
会社が抽出された場合，上位 Tierに属する子会
社のみを残し，一つの UOG 内で抽出した企業
が重複しないようにした． 

(3) 産業区分 
本研究において産業別に分析するにあたり，産

業コードは US-SIC(US Standard Industry Code)を
採用した．各企業に複数業コードが登録されて

いる場合，Orbis の定めた 1 つの主要産業コー
ドを当該企業の産業コードとする．US-SICには，
3桁で表示される Core区分と，4桁で表示され
る Primary区分がある．なお，売上高（Turnover）
の基準や，Orbisデータベースで採録されている
子会社の基準は，金融機関（bank関連，insurance
関連および credit 関連の機関）と金融機関以外
の事業会社とで異なっており，単純に比較分析

できないため，今回の分析の対象から金融機関

を除いた．  

3.3. 分析プロセス 

本研究の具体的な分析プロセスを以下に示す． 
Step 1. 資本ネットワークの構築 

UOごとに子会社をTier1からTier5まで抽出し，
金融機関を除く UOおよび子会社によりの資本
ネットワークを構築する． 

Step 2. 特徴量の算出 
UO，子会社および資本ネットワークについて，
以下の特徴量を抽出または算出する． 
(a) UOの売上高，純利益，純利益率 
(b) Tierごとの子会社について，産業区分，出

資比率，売上高，および純利益 
(c) 各資本ネットワークのネットワーク密度 

Step 3. UOGの分析 
業界ごとに，事業の多角化，分散化およびオー

プン化の観点から，Step2.の特徴量を用いて以
下の分析を行う． 
(a) 事業の多角化：「UOの Tier1子会社の業界

数」と UOの純利益との関連性 
(b) 事業の分散化：「UOの Tier１子会社の売上

高合計の UO 売上高に対する比率」と UO
の純利益との関連性 

(c) 事業のオープン化：「UOの Tier１子会社に
対する Tier1MiOSubの数の比率」と UOの
純利益との関連性 
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4. 結果 

4.1. 抽出企業 

前述の 3.3 の条件に基づき，試行的分析を行った
結果を以下に示す． 

2018 年度までの企業情報が収録されたデータ
ベースから抽出した 2017年度の売上高が USD 1Bil.
以上の UOおよび USD 10Bil.以上の UOを抽出した
結果，それぞれ，5,258社および 900社であった． 
抽出した USD 1Bil.UO 5,258 社の売上高合計は約

USD 42.2Tri.，純利益合計は USD 3.4Tri.であり，USD 
10Bil.UO 900 社の売上高合計は約 USD 29.1Tri.，純
利益合計は USD 2.3Tri.である．なお，国際通貨基金
(IMF)による 2017 年の世界の国内総生産(名目 GDP)
は USD 79.9Tri.である．抽出した UO の平均子会社
数は 219 社，平均売上高は USD 32.4Bil.，平均純利
益は USD 2.5Bil.であった．  
国・地域ごとの UOの売上高は，USD 1Bil.UOの

上位 20か国・地域までで 88か国・地域の合計の 89%
を占め，USD 10Bil.UOの上位 20か国・地域までで
47か国・地域の合計の 93%を占めている． 
産業ごとの UOの売上高は，USD 1Bil.UOの上位

20 産業までで 662 産業の合計の 41%を占め，USD 
10Bil.UOの上位 20産業までで 240産業の合計の 49%
を占めている．なお，前述の通り金融機関は分析対

象から除き，Store関連産業および Telecommunication
関連産業は，一つの US-SIC 区分における企業数が
少ないこと，同様の事業を行っている会社が複数の

産業区分に登録されていることから，それぞれ 1 つ
の産業として集約した．さらに，多角的経営を行っ

ているとされる大手産業機器会社 5 社（GENERAL 
ELECTRIC COMPANY，SIEMENS AG，ABB LTD，
HITACHI, LTD.，SCHNEIDER ELECTRIC SE），近年
成長が著しい IT 関連産業の GAFAM+BAT8 社
（ ALPHABET INC. （ Google ）， APPLE INC. ，
FACEBOOK, INC. ， AMAZON.COM, INC. ，
MICROSOFT CORPORATION ， BAIDU INC. ，
ALIBABA GROUP HOLDING LIMITED）については，
それぞれ 1つの産業として集約した． 
金融機関を除いた後の UO は，USD 10Bil.および

USD 1Bil.の UOの場合，それぞれ 4,783社および 787
であった．さらに，売上高が USD 1Bil. UOの子会社
は，Tier1: 434,559社，Tier2: 965,494社，Tier3: 1,197,861
社，Tier4: 136,239社，Tier5: 52,139社であった． 
図 1 に，UOG の資本ネットワークの事例として，

Apple Inc.(Apple)，Alphabet Inc.(Alphabet)， および
General Electrics Corp.(GE)の資本ネットワークを示
す ．Appleの資本ネットワークが本社を中心とした

比較的少数のノードから構成される集中型ネット

ワークであるのに対し，Alphabet の資本ネットワー
クは子会社を中心とした分散型ネットワークであり，

さらに GE の資本ネットワークは子会社を中心とし
た多数のノードから構成された階層型の分散ネット

ワークであることが分かる． 
図 2に，USD 10Bil. UOの売上高を散布図に示す．

図 2(a)は UOと売上高を，図 2(b)は国・地域と UOの
売上高合計を，図 2(c)は産業と UO の合計売上高を
示している．図 2(a)(b)(c)のすべてにおいてべき乗則
に則って，順位が上位の集団が全体の大部分を占め

ることが分かる．  

4.2. 産業ごとのエコシステムの特徴 

産業ごとの比較分析をするにあたり，UO 個社，
国・地域に加えて，産業別の取引高の分布が，べき

乗則に則って順位が上位の集団が全体の大部分を占

めていることを踏まえ，抽出した UO の US-SIC の
Primary区分による産業ごとの売上高の上位 20産業
を分析することとした． 
表 1に，抽出した 20産業について，産業ごとに，

UOの売上高の平均，UOの純利益の平均，産業ごと
の売上高純利益率，産業ごとの Tier1子会社数，事業
の多角化の程度を示す指標として Tier1 子会社の産
業区分数の平均 ，事業の分散化の程度を示す指標と
して，産業ごとの UO 売上高に対する Tier1 子会社
売上高合計の比率，事業のオープンの指標として，

UO の Tier１子会社に対する Tier1MiOSub の数の比
率を示す．表 1より以下のようなことが分かる． 
z 多角化に関して，耐久財，産業機器は多角化度

が高く，一方 GAFAM+BATは多角化度が低い． 
z 子会社数に関して，産業機器，耐久財は子会社

数が多く，一方 GAFAM+BATは子会社数が少な
い． 

z 分散化に関して，自動車，自動車部品，耐久財

は子会社売上高比率が高く，一方 GAFAM+BAT
は子会社売上高比率が低い． 

z オープン化に関して，産業機器やパッケージソ

フト業界ではオープン化度合が高く，一方航空

業界や薬品業界はオープン化比率が低い． 

4.3.  産業ごとのエコシステムの収益性 

表 2に，産業ごとに，UOの連結純利益と，表 1で
挙げた，Tier1子会社数，事業の多角化，分散化，オー
プン化を示すそれぞれの指標との相関係数を示す．

表 2より，以下のようなことわがかる． 
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z 多角化に関して，原油・天然ガス，耐久財，自

動車は多角化と収益の相関が高い． 
z 子会社数に関して，薬品，耐久財は子会社数と

収益の相関が高い． 

    
  (a) Apple Inc.      (b) Alphabet Inc. (Google)     (c) General Electrics Corp. 

 
図 1 資本ネットワークの事例  

 

   

(a) 個社     (b) 国別 

 

 

(c) 産業別 

 
図 2 資本ネットワークの分布 
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z 分散化に関して，耐久財は分散化と収益の正の

相関が高く，コンピューターは分散化と収益に

負の相関がある． 
z オープン化に関して，情報サービスはオープン

化と正の相関があり，航空や産業機械では，負

の相関がある． 
 

表 1 産業ごとのエコシステムの特徴 
       (a) USD10Bil.以上の UO 

 
       (b) USD1Bil.以上の UO 

 

TO
($ Mil.)

N.I.
($ Mil.)

SubT1
Ind._#

SubT1_#
SubT1_TO
/UO_TO

MiOSubT1
_#

/SubT1_#
1 Stores 39 56,702 1,457 0.03 20 156 1.08 0.20

2 Motor vehicles 27 77,472 3,861 0.04 44 191 3.00 0.21

3 Petroleum refining 22 62,425 3,038 0.05 27 120 0.97 0.20

4 Telecommunications 32 42,358 4,931 0.09 25 103 1.15 0.17

5 Crude petroleum, natural gas 18 54,637 2,667 0.06 37 181 1.00 0.16

6 Electric services 31 27,663 1,534 0.06 29 161 1.44 0.21

7 Pharmaceutical preparations 27 29,598 2,820 0.08 37 239 1.31 0.26

8 Electronic computers 11 59,708 5,176 0.03 36 138 1.18 0.19

9 Drugs, drug proprietaries 7 82,435 385 0.01 16 79 0.87 0.11

10 Electronic components 13 32,622 5,172 0.12 42 123 2.39 0.17

11 Chemicals 14 27,181 1,739 0.07 56 179 1.85 0.17

12 Durable goods 10 36,851 1,270 0.02 136 413 3.51 0.12

13 Real estate agents 16 22,337 1,891 0.12 27 88 2.97 0.20

14 Air transportation 15 23,192 1,493 0.06 25 97 2.15 0.11

15 Food preparations 10 32,063 2,022 0.06 45 173 1.79 0.23

16 Motor vehicle parts 12 26,064 1,315 0.05 44 153 4.11 0.24

17 Information retrieval services 7 44,612 7,427 0.16 19 49 1.28 0.16

18 Steel works, blast furnaces 11 24,324 777 0.04 52 163 2.07 0.17

19 Prepackaged software 5 37,467 8,281 0.16 25 157 1.26 0.29

20 Semiconductors 8 22,610 4,842 0.22 16 49 0.77 0.22

gafam+bat 8 93,498 16,184 0.22 21 85 0.96 0.17

industrial apparatus5 5 74,334 1,825 0.04 114 655 1.10 0.33

Average

No. Industry UO_#

Average

N.I. /TO

TO
($ Mil.)

N.I.
($ Mil.)

SubT1
Ind._#

SubT1_#
SubT1_TO
/UO_TO

MiOSubT1
_#

/SubT1_#
1 Stores 39 56,702 1,457 0.03 20 156 1.08 0.20

2 Motor vehicles 27 77,472 3,861 0.04 44 191 3.00 0.21

3 Petroleum refining 22 62,425 3,038 0.05 27 120 0.97 0.20

4 Telecommunications 32 42,358 4,931 0.09 25 103 1.15 0.17

5 Crude petroleum, natural gas 18 54,637 2,667 0.06 37 181 1.00 0.16

6 Electric services 31 27,663 1,534 0.06 29 161 1.44 0.21

7 Pharmaceutical preparations 27 29,598 2,820 0.08 37 239 1.31 0.26

8 Electronic computers 11 59,708 5,176 0.03 36 138 1.18 0.19

9 Drugs, drug proprietaries 7 82,435 385 0.01 16 79 0.87 0.11

10 Electronic components 13 32,622 5,172 0.12 42 123 2.39 0.17

11 Chemicals 14 27,181 1,739 0.07 56 179 1.85 0.17

12 Durable goods 10 36,851 1,270 0.02 136 413 3.51 0.12

13 Real estate agents 16 22,337 1,891 0.12 27 88 2.97 0.20

14 Air transportation 15 23,192 1,493 0.06 25 97 2.15 0.11

15 Food preparations 10 32,063 2,022 0.06 45 173 1.79 0.23

16 Motor vehicle parts 12 26,064 1,315 0.05 44 153 4.11 0.24

17 Information retrieval services 7 44,612 7,427 0.16 19 49 1.28 0.16

18 Steel works, blast furnaces 11 24,324 777 0.04 52 163 2.07 0.17

19 Prepackaged software 5 37,467 8,281 0.16 25 157 1.26 0.29

20 Semiconductors 8 22,610 4,842 0.22 16 49 0.77 0.22

gafam+bat 8 93,498 16,184 0.22 21 85 0.96 0.17

industrial apparatus5 5 74,334 1,825 0.04 114 655 1.10 0.33

Average

No. Industry UO_#

Average

N.I. /TO
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5. 考察 

5.1.  事業エコシステムと多角化経営・  

分散化経営・オープン化経営 

多角化に関しては，自動車など多数の部品から構

成され擦り合わせ技術が必要であるとされる業界や

耐久財として区分されている総合商社などの総合的

に事業を手掛ける産業で，正の相関性が認められた．

一方，コンピューター産業などの多数の部品から構

成されるものの，モジュール化された産業では，負

の相関性の傾向がみとめられ，得意分野の選択と集

中を進めることが有効であると考えられる． 
分散化に関しては，耐久財は正の相関が認められ

た．対照的に，コンピューター産業では強い負の相

関が認められ，この分野では本社への集中化が有効

であると考えられる． 
オープン化に関しては，情報サービスにおいて正

の相関が認められ，オープン化戦略が有効であるこ

とが分かる． 

5.2. 事業エコシステムに影響する与える

他の要因 

本研究では，企業間の資本関係に基づき，事業エ

コシステムについて分析した．一方，事業エコシス

テムに影響を与える要因として，資本関係以外に以

下のようなものがあり，今後の分析が望まれる． 
(1) 時間推移 

事業エコシスエムの構造は，時間の推移ととも

に，ダイナミックに変化するものと考えられる．

Fine(1998)は，企業の事業モデルが事業の統合と
分解を繰り返すと述べている[10]．製品やサー
ビスのライフサイクルは産業ごとに異なり，ダ

イナミズムも産業ごとに異なる可能性がある． 
(2) UOが属する国・地域 

事業エコシスエムの構造は，UOGを所有・統治
する UOが所属する国・地域よって異なる可能
性がある．一部の UOは Jersey (United Kingdom)
などを経由して統治しており，これらの状況も

踏まえて分析する必要がある． 
(3) マネジメント 

事業エコシステムの統治には，資本以外に，親

会社のから子会社に派遣された取締役などの

マネジメント陣も影響を与えると考えられる． 

5.3. 本研究の制約 

本研究で分析した Orbis は，様々な情報源からの
企業情報を収録しており，収録された情報の最終確

表 2 産業ごとのエコシステムの収益性（USD10Bil.以上の UO） 
 

 
 

SubT1
Ind._#

SubT1_#
SubT1_TO
/UO_TO

MiOSubT1
_#

/SubT1_#
1 Stores 39 -0.12 -0.03 -0.18 0.09

2 Motor vehicles 27 0.74 0.61 -0.06 -0.29

3 Petroleum refining 22 0.14 0.44 -0.12 -0.17

4 Telecommunications 32 -0.11 0.18 -0.14 -0.06

5 Crude petroleum, natural gas 18 0.86 0.84 0.36 0.01

6 Electric services 31 0.20 0.32 0.01 0.38

7 Pharmaceutical preparations 27 0.34 0.44 0.22 -0.17

8 Electronic computers 11 -0.19 -0.02 -0.57 -0.28

9 Drugs, drug proprietaries 7 0.50 0.91 -0.37 -0.19

10 Electronic components 13 0.34 0.42 -0.12 -0.28

11 Chemicals 14 0.58 0.77 0.13 -0.17

12 Durable goods 10 0.84 0.85 0.81 -0.48

13 Real estate agents 16 -0.13 -0.08 -0.41 0.36

14 Air transportation 15 0.08 0.22 0.15 -0.55

15 Food preparations 10 0.63 0.75 -0.24 0.33

16 Motor vehicle parts 12 0.14 0.40 -0.07 -0.46

17 Information retrieval services 7 0.45 0.46 0.29 0.66

18 Steel works, blast furnaces 11 0.27 0.07 0.12 -0.25

19 Prepackaged software 5 0.48 0.34 -0.37 -0.44

20 Semiconductors 8 -0.21 -0.04 -0.42 -0.03

gafam+bat 8 0.17 0.43 -0.20 -0.24

industrial apparatus5 5 0.43 0.33 0.41 -0.71

No. Industry UO

Correlation coefficients with N.I.
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認が完了していない情報も含まれている．また，本

稿で抽出し分析した企業は上場企業としたが，会計

基準や公開基準は国により異なる可能性があり，金

融機関などの業種により売上高などの勘定科目の基

準が異なる可能性もある．さらに，電力，通信など

の公共的サービス，資源開発などは，各国の政策や

法令が影響している可能性がある．分析結果を評価

するにあたっては，これらを踏まえる必要がある．  

5.4. 今後の対応 

本項で示したのは，前述の 3.3 の条件に基づいて
試行的分析を行った結果である．今後，以下のよう

な対応を行う予定である． 
(1) USD10Bil.UOと USD1Bil.UOの比較 

本項では，USD10Bil.UO について述べたが，
USD1Bil.UO についても同様の分析を行う．こ
れにより，サンプル数を増加させることで分析

の統計的精度を高めることが可能であり，また

USD10Bil.UOとの比較分析を行う． 
(2) 産業ごとのエコシステムのネットワーク構造 

本項では，UOと Tier1子会社を中心に相関分析
などを行ったが，Tier2以降の子会社についても
分析を行う． 

(3) 個別 UOの分析 
代表的な UO について，UO グループ内におけ
る UOの位置づけを，中心性などの指標により
分析する． 

6. まとめ 

本稿の目的は，産業ごとに，多角化，分散化，及

びオープン化の観点から，企業の事業エコシステム

の特徴を明らかにし，利益との関係性を明らかにす

ることである．グローバルな企業情報データベース

である Orbisから，売上高 USD1 Bil.以上の企業 5,258
社（うち，売上高 USD10 Bil.以上の企業 900社）を
抽出し，企業グループの資本ネットワークを構築し

て可視化するとともに，産業ごとに分析した．その

結果，耐久財業界では，多角化など収益性に正の相

関があり，コンピューター業界では多角化などと負

の相関の傾向がみられることが分かった．事業の多

角化，集中化，オープン化の収益に与える影響につ

いては，一概に論じることはできず，業界によって

異なると考えられる． 
コングロマリットディスカウントや選択と集中経

営が論じられる一方で，オープンイノベーションの

重要性が論じれるなか，本稿で示したネットワーク

分析によるビジネスエコシステムの定量的かつ網羅

的な分析は，企業経営にとって有効な手法の一つで

あると考えられる．一方，さらなる分析には分析デー

タの整備やなどの課題も多い．今後これらの課題を

解決し，事業エコシステムについて，分析を行う予

定である． 
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特許文書を用いた製薬企業の領域戦略の分析 
 Analysis of domain strategies of pharmaceutical companies using patent documents 
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Abstract: 本研究は製薬企業が保有する特許が企業業績にどのような影響を与えているかを、特

許の抄録集を抽出しベクトル表現を獲得することで企業の技術距離を年次的に算出、その関連

性を分析している。日本の社会保障の構造上、製薬企業は「長期収載品に依存するモデルから、

より高い創薬力を持つ産業構造に転換」に迫られている。製薬企業にとって、特許は莫大な研究

開発費用の投資による結果であり、これを分析することで企業の技術戦略の方向性を窺い知れ

る可能性がある。分析の結果、技術的多角化は(1)企業のファンダメンタルに負の影響を与える

可能性が示唆された。(2) 株式市場に負の影響を与える可能性を示せた。以上の結果は技術的進

歩を常に追い求める製薬企業の企業経営にとって重要な示唆を与える。 
 

1.はじめに 

1-1.製薬企業を取り巻く環境 

 内閣府の「中長期の経済財政に関する試算」（令和

2 年 7 月 31 日）によると、令和元年度（2019 年度）

は、国・地方あわせたプライマリーバランス（基礎

的財政収支）の赤字は14.5 兆円（対GDP比で2.6％）、

公債等残高は 1,063.6 兆円（対 GDP 比で 192.5％）

に達している。国はプライマリーバランスの黒字化

を目指し、社会保障費の抑制策を推進している。そ

の結果、医療用医薬品を主たる業務としている製薬

会社は薬価改定による医薬品の売上単価の低下、後

発品促進策による先発医薬品数量比率の低下等の対

策を早急に打ち出す必要に迫られている。 

 

1-2.製薬企業の研究開発 

 厚生労働省の医薬品産業の現状と課題によると、

医薬品の研究開発には 10 年以上の期間が必要であ

り、10 年前は 1/13,000 であったのが、現在は

1/25,000 と年々成功確率が低下し、難易度が上昇し

ていると言われている。原因の一つとして生活習慣

病のような低分子薬は作りやすい、あるいはわかり

やすいような薬は出尽くしている感がある。現在も

既にそうだが、今後は希少疾患やアンメット・メデ

ィカル・ニーズ領域、バイオ医薬品等の複雑かつイ

ノベーションが困難な薬が増えていくだろう。これ

らの医薬品の台頭等により期間の延長等により１社

当たりの研究開発費は 621 億円（2004 年）から 1,414

億円（2017 年）、海外における新薬の上市に必要な開

発費は約 1,700 億円（2014年）程かかるとされてお

り、医薬品の研究開発の高騰は依然増加傾向にある。 

 

1-3.製薬企業の領域戦略 

 その中でグローバル化、欧州再編が進む中、国内

の製薬企業の研究開発に関する国際競争力は乏しい。

しかし、一度ブロックバスターともいえる新薬を創

出することにより莫大な企業価値をもたらすことも

知られている。このハイリスク・ハイリターンの業

種において、研究開発の効率化は不可欠となる。一

方で、多角化は規模の経済および範囲の経済、新し

い事業領域への拡大、破産リスクの低下などのメリ

ットがあることも知られている。製薬企業にとって、

研究開発効率を高めるべく領域を絞るべきなのか否

かの戦略が重要となってくる。 

 本研究では特許データである DWPI に SCDV を用

いて特許のベクトル化をすることで、企業が保有す

る特許の重心を測定した。製薬企業が保有する特許

が企業業績にどのような影響を与えているかを、企

業の特許の重心を年次的に算出することで技術距離

を測定し、その技術距離と EBITDA/売上高、PBR やト

ービンの q との関連性を分析した。 
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2.関連研究 

2-1.製薬企業にとっての特許 

 Griliches(1981)は無形資産である特許が企業価値

に影響を与える研究を発表した。特許はイノベーシ

ョンの利益を専有する手段としても有効であること

を示している研究結果もある（伊地知・小田切

(2006)）。他にも数多くの先行研究で特許と企業価値

の関連性について示唆されている。 
 医薬品の特許について先発医薬品に与えられてい

る特許は、主にこの 4 種類がある。石井(2015)は各

特許について、 

物質特許 … 物質（化合物）そのものを保護する。    

      最も重要な特許であり、開発した医薬 

      品を独占的に製造・販売できる特許。 

用途特許 … 非臨床試験中に、同じ物質（化合物） 

      で新たな効能効果を見つけた場合取得     

      できる特許。 

製剤特許 … 医薬品の製剤上の工夫（安定性、吸収 

      性、安全性など）によって取得できる 

      特許。 

製法特許 … 医薬品の有効成分の製造過程で出てく 

      るアイデアによって取得できる特許。 

と説明している。他にも「配合剤特許」等がある。

製剤特許、製法特許はライフサイクル特許とも言わ

れ、主にジェネリック対策として製薬企業は戦略的

に特許出願をおこなっている。特許は出願から 1 年

半後に出願公開、すなわち公開広報される。出願か

ら 3 年以内に審査請求が行われ、概ね１ヶ月以内に

最初の審査結果通知(First Action)がなされる。審

査通過（登録査定）を経て特許の登録が完了、特許

公報の発行にて権利化が完了となる。 

 

2-2.製薬企業の技術的多角化 

 日本の伝統的中堅製薬会社を主対象とした小山ら

(2018)の先行研究では、カテゴリーリーダー企業（特

定の疾患領域や技術領域〈カテゴリー〉への集中度

の高い企業）は上市品数に占める大型品数の割合を

指標とした研究開発生産性は高かったとしている。

飯野・宮島(2020)は海外 M&A に注目した場会、非関

連多角化型の買収は、知見の不足や情報の非対称性

が起こるためシナジー効果を創出できていないと示

している。多角化は新規事業に対して人材発掘や育

成、施設・設備そして企業文化の改革にリソースを

割く必要があり、それがリスクとなる。投資家の立

場としてもコングロマリットディスカウントの考え

でリスク分散を好む傾向がある。その一方で、多角

化は前述で説明した様々なメリットがある。製薬企

業にとって研究開発効率を高めるべく領域を絞るべ

きなのか、または領域を分散させるべきなのか、等

の領域戦略は各社の規模や医薬品ポートフォリオに

よって異なってくると考える。 
 

3.データ 

3-1.特許データベース DWPI 

 本研究では、Derwent World Patents Index（以下

DWPI）より取得した特許データを活用する。DPWI
は世界の特許を収録している特許調査において重要

なデータベースであり、特徴は標題、抄録、索引に

ある（松谷ら(2013)）。各技術者の専門家が標題およ

び第三者抄録を作成していることから、高精度かつ

効率的な特許検索が行える。主たる活用方法として

は、クラリベイト・アナリティクス・ジャパン株式

会社は DWPI を使用することで、世界中の企業はホ

ワイトスペースを発見し、競合他社の動向を把握し、

自社の知的財産権も熟知することができるとしてい

る。 
 

3-2.データセット 

 特許データのうち、各特許の広報公開年、出願者、

抄録を活用する。特許分析の対象データは上場して

いる医薬品製造業かつ医療用医薬品を扱っている企

業の内、2019 年度売上上位 20 社の武田薬品工業、

大塚ホールディングス、アステラス製薬、第一三共、

エーザイ、田辺三菱製薬、中外製薬、協和キリン、

大日本住友製薬、大正製薬ホールディングス、塩野

義製薬、小野薬品工業、久光製薬、参天製薬、キョ

ーリン製薬ホールディングス、科研製薬、持田製薬、

沢井製薬、日本新薬、キッセイ薬品工業が 2007 年～

2015 年に広報発行日としている日本の特許である。

なお各特許の抄録はすべて英語で記されている。分

析対象企業の財務データは日経 NEEDS から取得し

た。 
 

4.分析手法 

4-1.特許文書のベクトル化 

 本論文では、Sparse Composite Document Vector(以
下 SCDV)の手法を用い、特許の文書ベクトルを獲得、

企業の技術的類似度を比較した。対象データは

DWPI 抄録内にある該当特許の新規性、詳細な説明、

用途、優位性を記した抄録 4 項目にあるテキスト情
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報である。Fujiwara(2020)に倣い、上記データを統合、

次にステミング処理を行う。次元数等の値設定は、

Dheeraj •Vivek •Bhargavi •Harish(2017)や松本・菅・

高橋(2019)に従って行う。続いて 200 次元の Skip-
Gram model を用い、𝑑次元の単語ベクトルを取得。

第二に混合分布モデルを用い、60 クラスター、スパ

ース域値 3%により得られた単語ベクトルをクラス

ター分類し、各クラスターに確率を付与することで

ウェイトを持たせる(𝑤𝑐𝑣⃗⃗⃗⃗ 𝑖𝑘 )。第三に得られた𝑤𝑐𝑣⃗⃗⃗⃗ 𝑖𝑘
をクラスター数(𝐾)の数だけ結合(⊕(1−𝑘) )することに

より、逆文書頻度 IDF(N が全文書を、dft がある単語

𝑡の出現する文章数を表す)でウェイトを付与するこ

とでwt 𝑣𝑖を取得す。以下(1)、(2)、(3)は SCDV による

式を示す。 
 

𝑤𝑐𝑣⃗⃗⃗⃗ 𝑖𝑘 = 𝑤𝑣𝑖 × 𝑃(𝐶𝑘|𝑤𝑖) (1) 
 

𝐼𝐷𝐹𝑡 = log 𝑁
𝑑𝑓𝑡

+ 1 (2) 

 

Wt 𝑣𝑖 = 𝐼𝐷𝐹𝑡 ×⊕(1−𝑘) 𝑤𝑐𝑣⃗⃗⃗⃗ 𝑖𝑘 (3) 

 

4-2.技術重心の算出 

各企業の重心（𝑐𝑣）を算出する為、得られた各企

業の 12000 次元の特許文書ベクトルを平均する。こ

れにより 12000 次元空間内での各企業の位置関係

を把握する。（4）式は単語ベクトル（𝑝）を𝑛特許数

保有している企業𝑖の重心で表している。次に得られ

た各企業の年次間の重心をベクトルの距離を算出す

ることと同様に計測する。年次の重心間距離の計算

式を式（5）に記す。ユークリッド距離を使用する。 
 

c𝑣𝑖 =

[
 
 
 (

𝑝1 + 𝑝2 + ⋯+ 𝑝𝑛

𝑛
)
1,
 (

𝑝1 + 𝑝2 + ⋯+ 𝑝𝑛

𝑛
)

2,
… ,

 (
𝑝1 + 𝑝2 + ⋯+ 𝑝𝑛

𝑛
)
12000 ]

 
 
 
(4) 

 

企業𝑖・企業𝑖+1間距離 ＝ 

√
(𝑝𝑖1 − 𝑝𝑖2+1)2 + (𝑝𝑖2 − 𝑝𝑖2+1)2 …

+(𝑝𝑖12000 − 𝑝𝑖12000+1)2  (5) 

ここで得た各企業の年次間の重心との距離を技術距

離とする。Jaffe(1986)は企業との技術的類似度を計測

するために技術距離を活用する手法を提案している。

本節では様々な要因をコントロールして、技術的多

角化と企業パフォーマンスならびにマーケット評価

の関係性についてパネル分析を用いて分析する。使

用するデータは企業（i）×年（t）のアンバランスド・

パネルである。パネルデータとは、複数の企業の情

報を時系列で追跡したデータであり、分析において

時間と企業による違いを利用することで変数間の関

係性を見出すことができる。技術的多角化と企業パ

フォーマンスならびにマーケット評価の関係性を分

析するにあたり、説明変数に設定した変数が、被説

明変数に設定した変数に影響を受ける逆の因果性が

生じる可能性がある。逆の因果性が生じる理由は、

技術的多角化それ自体ではなく、企業の他の特徴に

由来する可能性がある。逆の因果性が生じる理由を、

時間によって変化しない固有効果によってもたらさ

れているためとした場合、パネル分析は、企業固有

の要素を考慮できるため、逆の因果性の対処に有効

である。 

4-2-1.企業パフォーマンス 

𝐸𝐵𝐼𝑇𝐷𝐴 =  営業利益 + 減価償却費 

𝐸𝐵𝐼𝑇𝐷𝐴𝑖𝑡

𝑆𝑎𝑙𝑒𝑠𝑖𝑡
= 𝛼 +  𝛽・𝐷𝑖𝑠𝑖𝑡 +  𝛾・𝑍𝑖𝑡 + 𝜀𝑖 (6) 

 

4-2-2.マーケット評価 

𝑃𝐵𝑅 = 時価総額 / 資本合計 

𝑃𝐵𝑅𝑖𝑡 = 𝛼 +  𝛽・𝐷𝑖𝑠𝑖𝑡 +  𝛾・𝑍𝑖𝑡 + 𝜀𝑖 (7) 

トービンの𝑞 = 

(企業価値〈時価総額 + 負債総額〉)/総資産 

トービンの𝑞𝑖𝑡 = 𝛼 +  𝛽・𝐷𝑖𝑠𝑖𝑡 +  𝛾・𝑍𝑖𝑡 + 𝜀𝑖 (8) 

 
企業パフォーマンスとしての被説明変数として、

EBITDA /売上高（𝐸𝐵𝐼𝑇𝐷𝐴𝑖𝑡/𝑆𝑎𝑙𝑒𝑠𝑖𝑡）、重要な説明変

数としての Dis は特許文書ベースの技術移動距離、

コントロール変数 Z は D/E レシオ、総試案(対数)、
年ダミー変数を考慮した。（式(6)） 
マーケット評価としての被説明変数として、PBR な

らびにトービンの q、重要な説明変数としての Dis 
は特許文書ベースの技術移動距離、コントロール変

数 Z は EBITDA /売上高、D/E レシオ、総試案(対数)、
年ダミー変数を考慮した。（式(7)式(8)） 
特許文書ベースにおける技術移動距離とは、一企業

の特許重心の年次的推移を距離で測った数字である。

距離が離れれば離れるほど、様々な技術の特許を出
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願していることを表している、すなわち当該企業の

多角度を示している。 

5.分析結果 

5-1.特許ベクトルの可視化 

武田薬品工業㈱の特許ベクトルを可視化した(図 1)。
可視化は t-SNE 手法を用い、12,000 次元の特許ベク

トルを 2 次元に圧縮することで現した。点は武田薬

品工業㈱が保有している特許を表現し、凡例(year)は
武田薬品工業㈱が保有している公報発行年別の特許

の色を変更して示した。 
 

 
図 1 武田薬品工業㈱の特許を可視化 

 

5-2.特許技術距離と企業価値評価 

特許すなわち技術の多角化が企業パフォーマンスな

らびにマーケット評価に与える影響を報告する。 
表 1  

特許技術距離と企業パフォーマンスの分析結果 

 

表 2  
特許技術距離とマーケット評価の分析結果 

 
 

5-2-1.企業パフォーマンス 

 被説明変数をファンダメンタルな企業価値として

「EBITDA/売上高」、重要な説明変数を「特許文書ベ

ースの技術移動距離」、コントロール変数を「D/E レ

シオ」、「総資産（対数）」、「年ダミー変数」とした。

括弧（）の中の数字は Cluster Robust Standard Error に
て修正後の標準誤差を示している。結果は表 1 に示

すとおりである。特許技術距離は EBITDA/売上高に

対して有意水準 1%で負に有意な結果であり、特許技

術距離が長いほど、EBITDA/売上高を低下させる可

能性があることを意味する。このことから製薬企業

は技術の多角化により、業績を悪化させている可能

性があることが示唆された。 
 

5-2-2.マーケット評価 

 結果は表 2 に示すとおりである。特許技術距離は

PBRに対して有意水準 1%で負に有意な結果である。

加えて、特許技術距離はトービンの q に対して有意

水準 1%で負に有意な結果である。これらの結果は、

特許技術距離が長いほど、PBR やトービンの q を
低下させる可能性があること、すなわち株式市場で

の評価を低下させる可能性があることが示唆してい

る。 

Term = 2007－2015
Fixed effect

model
－ 0.050***

(0.018)
p = 0.008
－ 0.120
(0.074)

p = 0.108
0.079

(0.049)
p = 0.109

Year Dummy Yes
Adjusted R-square 0.031
Sample size 151

*p<0.1; **p<0.05; ***p<0.01
( ) : Standard Error

EBITDA/売上高

特許技術距離

D/Eレシオ

総資産(対数)

Term = 2007－2015
Fixed effect Fixed effect

model model
－ 0.727*** － 0.481***

(0.159) (0.123)
p = 0.00002 p = 0.0002

1.076 0.794
(1.191) (0.965)

p = 0.369 p = 0.413
 0.962*** 0.311

(0.310) (0.243)
p = 0.003 p = 0.203
－ 0.526 － 0.449
(0.398) (0.276)

p = 0.189 p = 0.107
Year Dummy Yes Yes
Adjusted R-square 0.251 0.253
Sample size 149 149

*p<0.1; **p<0.05; ***p<0.01
( ) : Standard Error

特許技術距離

EBITDA/売上高

D/Eレシオ

総資産(対数)

PBR トービンのq
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 企業のパフォーマンスと製薬企業の技術の多角化

との関係および、株式市場での評価と製薬企業の技

術の多角化との関係の分析から、技術の多角化は企

業価値に対して負の影響を与える可能性があること

が示唆された。これらの結果は山口（2009）や松本・

菅・高橋（2019）と同様の結果を示しており、多角

化ディスカウントの存在を支持している。 
 

6.まとめ 

 製薬企業が競争優位を築くために様々な分野・段

階に投資する上で、投資方法が企業価値に対して正

の影響を及ぼす場合がある一方、負の影響を及ぼす

場合もある。技術的な多角化と企業価値との関連性

は、製薬企業にとって重要なテーマである。 
 本研究では特許データベースである DWPI を、自

然言語処理の手法の一つである SCDV を用いること

で特許文書のベクトルを獲得、製薬企業の技術的情

報の数値化に成功した。技術的多角化と企業のファ

ンダメンタルおよび株式市場での評価それぞれとの

関係性を分析し、その分析の結果、技術的多角化は

企業のファンダメンタルおよび株式市場での評価そ

れぞれに対して負の影響を与える可能性があること

がわかった。本研究は、技術的進歩を常に追い求め

る製薬企業の企業経営にとって重要な示唆を与える。

本研究にはいくつかの課題が存在する。例えば、技

術の多角化方法を考慮できていないことも挙げられ

る。技術のマネジメント次第で企業価値に対しての

正の影響を及ぼすという指摘がある（岩城（2017））。
詳細な分析が今後の課題である。 
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– フォールトラインによる考察 – 
Communication to produce diverse opinions - A study on Fautline Perspective - 

熊田ふみ子 1 倉橋節也 1 

Fumiko Kumada1, Setsuya Kurahashi1 

1筑波大学大学院 ビジネス科学研究科 
1University of Tsukuba 

 
Abstract: Various information and creative ideas are required for the business activities. Besides, one 
theory in the diversity management shows that a diversified organization increases various information and 
improves the quality of solving problems. Therefore, the aim of this study is to clarify the factor of 
communication that produces diverse opinions by using the faultline perspective in the diversity 
management. Specifically, the text data of the business discussions are analyzed to check the transition of 
topics and the diversity of participants’ remarks is measured. Thereby, this paper shows the relationship 
between the transition of topics and the diversity of remarks. Additionally, it shows the role of the facilitator 
in causing various remarks. 

 

1. はじめに 

日本の就業者に占める女性、高齢者、外国人の割

合は増加している。この傾向は、少子高齢化により

一層強まることが予想される。その結果、企業組織

の多様性も一層高まるであろう。ダイバーシティ・

マネジメントの研究分野では、多様性は組織の成果

にプラスにもマイナスにも影響すると考えられてい

る。「プラスに影響する」という考え方の一つに、「多

様性が知識や情報の種類や量を増やすため、意思決

定の質を向上させる」という情報・意思決定理論が

ある。 
一方、多様なアイデアを創出するコミュニケーシ

ョンの方法は、0sborn [1]によるブレインストーミン
グ法に始まる。Dunber [2]は「効果的なアイデア創出
には、異なる視点に基づいて反証的に考えるプロセ

スが重要」という分散推論の考えを提唱した。日本

では、髙木[3]が企業活動における創造的コミュニケ
ーションの研究を行なっている。また、効果的な議

論の進行を対象にした研究もある。谷口 [4]は、コミ
ュニケーションのメカニズムデザインという視点で

議論の活性化について研究し、Ming & Baumer [5]は、
オンライン上のディスカッションをトピックモデル

で可視化した上でファシリテーターの役割を検証し

ている。 
多様化する企業組織において、多様性をプラスの

成果に導くために、多様な意見やアイデアを創出す

るコミュニケーションの要因を明らかにすることは

重要な課題である。そのために、本研究では、参加

者の多様性を活かして、多様な意見が創出される議

論のプロセス、そしてそのプロセスに対するファシ

リテーターの役割を明らかにすることを目指す。 

2. 先行研究 

2.1フォールトライン理論 
多様性研究の分野において、Lau and  Murnighan 

[6]は、フォールトライン（グループを 1つ以上の属
性によりサブグループ（以下、SG）に分ける仮想の
分割線）（以下、F L）という考え方を提唱して、多
様性を定量的に捉えることを可能にした。そして、

多くの先行研究で F Lの測定方法が提案されている
が、Meyer and Glenz [7]は、クラスター分析の評価尺
度である Average of Silhouette Width（以下、ASW）
を適用して F L の強さと適切な SG に分ける方法を
提案している。熊田・倉橋 [8]では、A S Wを用いて
F L値と SG数を算出して多様性を構造化した上で、
構造の違いによる成果への影響を検証した。 
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2.2テキストマイニングにおける特徴語 
ミーティングのログのテキストマイニングの目的

は、 キーワードやトピック等を抽出して議論の流れ

を可視化することである。語彙の重要度を決める指

標としては、Salton et al. [9]による単語の頻度に着目

した tf･idf が多く用いられる。別の方法として、

Hassan and Banea [10]は、グラフ理論における中心性

の 1 つである PageRank を用いた手法を提案してい

る。PageRankは、Brin and Page [11]が提案したハイ

パーリングで結ばれたwebサイト上のページの順位

付けを行うアルゴリズムである。 
類似度に着目した手法もある。佐々木・丸石 [12]
は、複数の重要語の tf･idf でベクトル化を行い、ワ

ークショップにおけるグループ毎の議論の類似性を

コサイン類似度で表した研究である。 

2.3 先行研究の課題 
従来のテキストマイニングの研究分野では、単語

に着目して遷移を可視化する手法が多く用いられて

いる。特徴語の抽出には様々な手法が開発されてい

るが単語がベースである。また、単語、文章等の類

似度の研究においても、どれだけ類似しているかに

着目されている。 
本研究では、実際に行われたビジネスミーティン

グのテキストデータを用いて、発言を単位にして、

発言の多様性を表すために F Lの考え方、算出方法
を適用して、発言の多様性に着目して、多様な意見

が創出される議論の要因を明らかにする。その際、

発言を多様にするファシリテーターの役割を検討す

ることを目指す。 
F L の考え方は、組織の構成員を対象にして多様

性を測る指標であるが、本研究では、議論の多様性

を測る指標として応用を試みる。 
 

3. データの分析手法 
分析対象にするビジネスミーティング（3 回分）の

概要、及び、本研究の分析手法を説明する。 

3.1 分析対象データ 
社会人を対象に、有料のビジネスイベントとして

開催された 90 分のディスカッションのテキストデ
ータを用いる。 
該当イベントは、2019 年 3 月から 2020 年 2 月ま

での毎週金曜日に 36 回開催された。毎回 1つのテー
マに対してファシリテーターを務める講師（大学教

授、専門家等）と 15 名定員の社会人の参加者で構成

されている。テーマと進行方法は講師に任されてい

る。このイベントは、講師も含めて参加者が一体と

なり、全員のアウトプットがそれぞれのインプット

となって連鎖して議論を深めることを目指すイベン

トである。議論を深める工夫として、ファシリテー

ターから参加者へ「事前の問い」が１週間前に投げ

かけられて、当日までに回答する仕組みを導入して

いる。 
開催された 36 回のファシリテーターの進行方法

は様々だが、「議論が深まった」と企画者が感じた進

行方法が異なる 3 回を、本研究の分析対象に選んだ。 

・データ① 
 テーマ：「日本発のラグジュアリー」を考える 
 講 師：ファシリテーター2 名、スピーカー1 名 
 参加者：14 名 
・データ② 
 テーマ：「これからの学び」を考える 
 講 師：ファシリテーター1 名 
 参加者：13 名 
・データ③ 
 テーマ：「ビジネスが現代アートから学べること」

を考える 
 講 師：ファシリテーター1 名 
 参加者：14 名 

 データ①は、進行役のファシリテーター2 名と情

報提供者として 1 名のスピーカーが役割を分担して

進行するイレギュラーなフォーマットで開催した

「役割分担型」、データ②は、ファリテーターの関与

を最小限にして参加者同士が発言を繋げることを目

指した「自走型」、データ③は、ファシリテーターと

参加者が交互に発言する「1対 1 型」である。 

3.2分析手法 
次に、本研究における分析手順を説明する。3種の
テキストデータは以下の手順で加工している。 

ステップ 1：特徴語の選択 
 テキストデータを単語で区切り、発言を参加者毎

にまとめて、参加者毎の tf･idf 値を算出する。そ
して、参加者毎に名詞の上位 10 語を選択し、重複

している語を除き、特徴語を決定する。 

ステップ 2：議論の遷移 
各発言を特徴語数のベクトルに変換する。用いる

ベクトルの数値は、各発言の tf･idf 値である。次

に 10 発言を 1つのグループにして ASWで F L値
と S G数を算出する。移動平均法を適用して、1 発

言ずつ移動させながら算出を繰り返すことにより

議論の遷移を F L値と S G数で可視化する。 
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ステップ 3：PageRankを用いた話題語の選択 
ステップ 2と同様に 1 発言ずつ移動しながら、特

徴語の共起ネットワーク（Jaccard 係数で重み付け）

を作り、PageRankを算出する。PageRankが高い特

徴語は議論の話題語とみなす。同時に、PageRank
が算出された語数にも着目して、F L 値や
PageRankと関係性を分析する。 

4. 結果 

4.1分析データの詳細 
分析対象データの発言回数、発言時間、総単語数

（名詞、動詞、形容詞、副詞の自立語）等、進行を

表す指標を表 1に記す。 

表 1：各データの概要 

 

役割分担型のデータ①は、参加者の発言割合が

43%(71 回)と低いことが特徴である。2 名のファシ

リテーターとスピーカーの発言回数が多く、議論を

積極的に先導しているためである。次に自走型のデ

ータ②は、参加者の発言割合が 82%(124 回)と高い
が、参加者が自由に発言することで各参加者の発言

回数のばらつきが大きくなっている。1対 1 型のデ

ータ③は、1対 1対応のため、参加者の発言回数が

半分強(54 回で 57%)であり、各参加者の発言回数の

ばらつきが小さい点が特徴である。また、ファシリ

テーターを務めた講師がその分野の専門家で、1対
1の対話を通じて、解説を加えているため発言時間

が長くなり、総発言回数が他に比べて少ない。 
次に、ステップ 1に従い特徴語を選択したとこ

ろ、データ①は 82 語、データ②は 97 語、データ③

は 107 語であった。そして、ステップ 2、ステップ
3の手順に従い算出した結果をデータごとに、以下

に記す。 

4.2データ①の議論の遷移 
データ①は 164 回の発言で構成されているが、4つ
のパートから構成されている(表 2)。第一が自己紹介、

第二がファシリテーターによる問題提起、第三がデ

ィスカッション、第四がまとめである。 
 

表 2：データ①の進行の 4つのパートの概要 

 
進行がパート毎に明確に分かれていたため、ディ

スカッションのパートである発言(49)から発言(161)
までの 113 回の発言を分析の対象とした。そして、

ステップ 2、3に従い分析した結果が図 1である。 
図 1 の上図は、1 発言ずつ遷移しながら F L 値と

S G 数を算出した結果である。それまでの発言に比

べて特異性が高い発言（ベクトルのハミング距離が

大きい場合）の出現や離脱により F L値が変動する。 
中図は、1 発言ずつ遷移しながら共起ネットワー

クを作り、PageRankを算出した結果である。82 語の

特徴語のうち、図内に表示した 12 語が各共起ネット

ワークで PageRank の最高値を獲得した特徴語であ

る。 
下図は、各共起ネットワークにおける特徴語の数

と F L値を表している。 
F L値が山・谷を繰り返し形成しているが、山・谷

の形成に影響をしている発言を詳細に確認すると以

下の現象が要因となっている。表 3に代表的な山・

谷を作る発言や要因を記した。 

表 3：F Lに影響を与える要因（データ①） 

 

・①a：異質性の高い発言(79)より F L値が急上昇し

山を作る。特徴語数が急減して、議論が「ラグジュ

アリー」に収束する。異質性が高いため、(79)とそれ
以外の 9 発言に S Gが二分される。その後、特徴語

数を増やしながら、(79)と類似した発言が続き緩や

かに F L値が下降して谷を作る。 
・①b：異質性が高くない複数の発言により F L値が

データ① データ② データ③
164回 151回 95回
7,350秒 5,546秒 5,977秒
1,765語 1,531語 1,793語

発⾔回数 71回 124回 54回
発⾔回数幅 1~10回 2~28回 2~7回
平均発⾔回数 5.1回 ６.8回 3.9回

発⾔回数
発⾔時間
総単語数

参
加
者

内容 発⾔回数 時間 備考

1 ⾃⼰紹介 29回 1,536秒
F1,F2,Sの⾃⼰紹介の後、参加者
14名の⾃⼰紹介と参加した動機、
事前の問いへの回答を述べる

2 問題提起 19回 1,040秒
F1が事前の問いをホワイトボード
を使って体系化し、F2とSがコメ
ントを述べる

3
ディス

カッション
113回 4,446秒

F2がメインで進⾏し、F1とSが適
宜F2のフォローをしつつ、参加者
が⾃由に意⾒を述べる

4 まとめ ３回 328秒 F1,F2,Sが感想を述べて終了
※Fはファシリテーター、Sはスピーカーの略である。

影響発⾔ FL SG
PageRank
最⼤の特徴語

特徴語数

↑ 2(9) ラグジュアリー ↓収束
↓ 2(9) モノ ↑拡散

多数 ↑ 3~4 ヨーロッパ ↓収束
多数 ↓ 3~4 ヨーロッパ ↑拡散
(108) ↑ 2(8~9) 無印良品 ↓収束
(118) ↓ 2(9) 最⾼ ↑拡散

①d (141) ↑ 2(9) 経済 ↓収束

①c

①a (79)

①b

※SGの項⽬に記載している( )内の数値はSG所属する発⾔の多い数値。
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徐々に上昇し、「ヨーロッパ」を軸に議論が収束する。

その後 S G数が多い（発言が多様な）状態で拡散し

ている。 

 
図 1：（上図）F L値と S G数、（中図）PageRankと 

F L値、（下図）特徴語数と F L値 

・①c：異質性は(79)ほど高くはないが影響力のある

発言(108)が緩やかに F L値を上昇させる。影響力の

ある発言とは、後の話題語となる単語を発している

発言である。この場合は「無印良品」という単語を

(108)が発している。特徴語数を減らしながら F L値
が上昇しており、議論は「無印良品」を軸に収束す

る。その後は、(108)の離脱で急降下した後、異質性

のある(118)を中心に（SG は(118)とそれ以外の発言

に 2分される）、緩やかに拡散が続く。 
・①d：異質性は高くないが「経済」という話題語を

発した(141)が、F L値を上昇させながら、議論は「経

済」を軸に収束する。 
最後に、異質性の高い発言のきっかけを確認した

ところ、(79)や(141)の発言の前には、ファシリテータ

ーが「新たな問い」として、(78)や(140)を投げかけて

いる。また、(108)はファシリテーターの「新たな視

点」を提供する発言である。その他にも、議論が収

束、拡散している期間に、参加者に発言を「促す」

発言をファシリテーターは行っていた。 

4.3データ②の議論の遷移 
データ②は、151 回の発言で構成されており、最初

はファシリテーターの挨拶と進め方（自走型を目指

すこと）の説明の発言後は、「事前の問い」への回答

を各参加者が発言することでスタートしている。こ

の発言は、自己紹介ではく事前への問いの発表で、

この段階で質問も発せられているため、データ②に

ついては、最初から最後までの全ての発言を分析対

象にした。 
データ①と同様に、結果を図 2に記した。特徴的

な推移をしている 4つ部分（上図の②a, ②b, ②c, ②
d）の動きを表 4に記す。 

表 4：F Lに影響を与える要因(データ②) 

 

まず、データ②は自走型のために、ファシリテー

ターはできる限り関与せずに、参加者の主体的な発

言を促す進行である。参加者が感じ事、質問が多い

ことが特徴である。そのために、データ①と異なり

異質性の高い発言が少ない。その結果、SG1の所属

数が極端に偏る（8や 9）ケースが少ない点と、
PageRankが最大になった特徴語は 23 語で多い点が

特徴である。 
・②a：F L値の変動が小さい状態である。前半

は、短い発言（雑談的な発言も含む）が継続したた

めに特徴語が減少しており、議論は停滞している状

態。後半は、ある程度の特徴語の増加を伴いなが

ら、議論を拡散している。前半の F L値の上昇を伴

わない特徴語の減少は、データ①では発生していな

い現象である。②aの現象を分析する限りでは、F 
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特徴語数 FL

モノ

ラグジュ
アリー

ヨーロッパ

ブランド

無印良品
最⾼
好き
⽇本

⾔語化 経済

モノ

①a
①b

①c ①d

ストーリー

①a ①b
①c

①d

①a
①b

①c
①d

影響発⾔ FL SG
PageRank
最⼤の特徴語

特徴語数

多数 → 3〜4 ⼈⽣ ↓停滞

多数 ↓ 2(7~9) 論⽂
↓停滞
↑拡散

②b 多数 ↑↓ 2(5~9)
副業,つまみ⾷い

等多数
↑↓

ワイガヤ
②c 多数 ↑ 2(5~8) 内発的 ↓収束

多数 ↓ 3 教育 ↑拡散
多数 ↑ 3~5 教育 ↓収束

※⾚字はデータ①では観察されなかった現象。
※SGの項⽬に記載している( )内の数値はSG所属する発⾔の多い数値。

②a

②d
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L値の上昇を伴わない特徴語の減少は議論が停滞し

ていると考えられる。 

 
図 2：（上図）F L値と S G数、（中図）PageRankと 

F L値、（下図）特徴語数と F L値 

・②b：小刻みに F L値が増減を繰返す（上図）。

「副業」、「つまみ食い」等が話題語となり（中

図）、小さな収束、拡散が繰り返される「ワイガ

ヤ」の状態。特徴語は相対的に多い状態が続いてい

る（下図）。 
・②c：特徴語の減少を伴いながら F L値が上昇して

おり、「内発的」を軸に収束する。 
・②d：特徴語の増加を伴い F L値が減少した後、特

徴語の減少を伴い F L値が上昇している。特異性の

高い発言ではなく複数の発言で構成されているため、

3~5の S Gが構成されており、多様な発言が出現し

ている。 
最後に、ファシリテーターの関与を確認する。導

入部分の②a はファシリテーターが進行していたが、
②b 以降はほぼ参加者の主体的発言で進行した。そ

のために「ワイガヤ」的に展開が続いたが、「内発的」

で収束する大きな流れも出現している。その中で、

ファシリーテーターは(60)と(123)で発言を行い、今

までの議論のまとめと新たなと問いを投げかけてい

る。(60)は②bの一つの山・谷の形成のきっかけにな

り、(123)は②dで 3以上の S Gを作る動きのきっか

けを作っている。 

4.4データ③の議論の遷移 
データ③は、95 回の発言で構成されている 1対 1

型の進行である。これは 1対 1 型を目指したのでは

なく、自己紹介と「事前の問い」への回答で時間が

かかってしい、後半に予定していたディスカッショ

ンが出来なかったために結果として 1対 1 型になっ

た。95 回の発言の中で、80 回目以降は 5分間の休憩

後に各参加者が感想を述べている部分であるため、

本研究の分析対象は発言(1)から発言(79)とした。 
データ①、②と同様に、結果を図 3に記した。1対

1対応のため、参加者数名ごとに区切り、各区分の特

徴を表 5にまとめたが、全体的に、対話の相手ごと

に対話回数が異なるために、F L 値が変化する対話

と変化しない対話に大きく分かれている。そしてフ

ァシリテーターの発言が多いことが特徴語数の多さ

(107 語)に繋がり、逆に PageRankの最高を獲得した

特徴語は 9 語に留まっている点が特徴である。 

表 5：F Lに影響を与える要因(データ③) 

 
・③1~5：5 名の参加者とファシリテーターの対話の

部分。各参加者とファシリテーターで 2〜3 回の対話

が行われている。F L 値に変化がなく議論は停滞し

ている状態。 
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特徴語数 FL

⼈⽣

英語
学び

教育

論⽂

テーマ
将来

副業

⼤事
アプローチ

会社

必要

⽇本

つまみ⾷い

興味

内発的

時代

10年後

仕事

教育

塾漬け
経済

評価

②a ②b

②c

②d

②a
②b

②c

②d

②a
②b

②c

②d

参加者 FL SG
PageRank
最⼤の特徴語

特徴語数

1~5 → 2(9) アート →停滞
↓ 3~5 アート ↓離脱
↑ 3~5 現代アート ↓収束
→ 2~3 アーティスト ↑停滞
↓ 2(9) アーティスト ↓離脱

11 ↑ 2(7~9) ビジネス ↓収束
↑ 2(6~9) アート ↓収束
↓ 2(6) アート ↑拡散

13 ↑ 5,6 エモい ↓収束
14 ↓ 2(9) 感情 ↑拡散

※SGの項⽬に記載している( )内の数値はSG所属する発⾔の多い数値。
※⾚字はデータ①、②では観察されなかった現象。

6

7~10

12
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・③6：参加者(6)とファシリテーターで 12 回の対話

の中で「現代アート」を軸に収束している。参加者

とファシリテーターの短い発言の繰り返しが、発言

の多様性に繋がっている。最初の F L値の急降下は

特異性の高い発言(13)の離脱により起きている。 
・③7~10：各参加者の発言に対してファシリテータ

ーが解説を行い、各 1 回ずつの対話で終了している。

解説により特徴語は増えているが、FL値の変動が少

なく、議論としては停滞している。最後の F Lの急

降下は特異性の高い発言(36)の離脱により発生して

いる。 

 
図 3：（上図）F L値と S G数、（中図）PageRankと 

F L値、（下図）特徴語数と F L値 

・③11：参加者(11)とファシリテーターの 8 回の対話

を通じて「ビジネス」を軸に収束した議論が展開さ

れている。 
・③12：参加者(12)とファシリテーターの 6 回の対

話だが、短い期間で収束と拡散が現れている。 
・③13,③14：③6 と同様に多様性を出しつつ「エモ

い」を軸に収束。その後、他の参加者を巻き込み「感

情」を軸に拡散している。その流れに発言者(14)も含

まれる。 
最後にファシリテーターの関与を確認する。的確

な問いを対話で繰り返すことにより、多様性を出し

つつ収束するケースや、短期間で収束と拡散が確認

できた。これは 1対 1の対話の特徴の 1つと考えら
れる。 

4.5 結果のまとめ 
進行スタイルの異なる 3種のデータを対象に、本
研究で提案した手法で議論のプロセスを分析した。

まとめとして、各データの議論の収束（表 6）、拡散

（表 7）の F L値の傾斜の長さと PageRankのトップ
値の増減をまとめた。傾斜の長さは、F L値の増減と

発言回数を元に下記の式を元に算出。 

傾斜の長さ = "（#$値の増減)! + (該当発言回数
総発言回数

）

!

 

表 6：各データの収束時の各指標 

 

表 7：各データの拡散時の各指標 
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③6

③1~5

③7~10

③11
③12

③13
③14

アート アートティスト

現代アート

ビジネス先⽣
エモい

感情

作品

③6

③1~5

③7~10

③11
③12

③13
③14

③6

③1~5

③7~10

③11 ③12
③13
③14

該当
発⾔回数

FL値
増加

傾斜
の⻑さ

PR
増加

PRトップ

①a 2 0.113 0.114 0.007 ラグジュアリー
①b 2 0.130 0.131 0.046 ヨーロッパ
①c 6 0.304 0.308 0.086 無印良品
①d 10 0.158 0.181 0.071 経済
②c 8 0.235 0.241 0.076 内発的
②d 3 0.081 0.084 0.007 教育
③6 5 0.296 0.303 0.033 現代アート
③11 5 0.105 0.123 0.027 ビジネス
③12 2 0.212 0.213 0.007 アート
③13 2 0.089 0.093 0.025 エモい

※⾚字は、各データ内で傾斜の⻑さが最⼤の箇所。

※PRトップとは、10発⾔を1グループとしてPageRankを算出
しているが、グループ内で最⼤値を⽰した特徴語。

該当
発⾔回数

FL値
減少

傾斜
の⻑さ

PR
減少

PRトップ

①a 5 0.219 0.223 0.013 モノ
①b 6 0.213 0.220 0.059 ヨーロッパ
①c 16 0.352 0.379 0.124 最⾼
②a 4 0.182 0.184 0.054 論⽂
②d 5 0.151 0.155 0.043 教育
③12 4 0.135 0.144 0.005 アート
③14 4 0.160 0.168 0.035 感情
※PRトップとは、10発⾔を1グループとしてPageRankを算出
しているが、グループ内で最⼤値を⽰した特徴語。
※⾚字は、各データ内で傾斜の⻑さが最⼤の箇所。
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収束とは「特徴語数を減らしながら F L値が上昇

する」場合であり、拡散とは「特徴語数を増やしな

がら F L値が下降する」場合を指す。 
表 6では、各データ内においては傾斜の長い場合

が PageRankの増加幅が高く、議論の収束が促進さ

れている。また、拡散の状態を示した表 7において
も、各データ内の比較では、傾斜の長い場合が

PageRankの減少幅が大きくなり、議論の拡散が促

進されている。本研究の対象データに限れば、FL
値の上昇、下降を継続的に長く（複数の発言により

緩やかに）描く場合に、議論の収束、拡散が効果的

にされている可能性を示唆している。 
また、参加者毎に発言をまとめて、特徴語の tf･

idf値でベクトル化したものを参加者に属性に見立

て、ASWで F L値と S G数、各 S Gの所属人を表

8に記した。今までは、発言を単位に議論の多様性

を分析したが、表 8は、参加者を単位にして、議論

の多様性表した結果である。 
多様性を示す SG数はデータ①が高く、S G 間の

差異（F L値）はデータ②が高い結果になってい

る。元々の参加者の意見に加えて、議論の進め方も

影響しての結果である。 

表 8：全発言を対象にした参加者の多様性 

 
 

5. 考察 
本研究の目的は、ビジネスミーティングのテキス

トデータを F Lの考え方を適用して、発言を単位に

分析することにより、多様な意見が創出される議論

の要因を明らかにすること、及び、発言を多様にす

るファシリテーターの役割を明らかにすることであ

った。 
まず、本研究で提案した分析手法、そして結果に

ついて考える。 
テキストマイニングは、基本的に単語に着目して

話題の遷移や類似度を分析するが、本研究は発言に

着目して、組織の多様性研究の指標である F Lの考
え方を適用して話題語の遷移の要因を分析した。そ

して単語と発言を併せて分析して、話題語の遷移と

その要因である発言の関係性について、分析データ

の範囲であるが、以下の 2つのパターンの場合に議

論が有効に展開されている事が明らかになった。 
I. 特徴語数の減少を伴い F L値が上昇する場合は、

軸となる話題語があり、話題語を中心に議論が

収束している状態である。そして、F L 値が描
く斜線が長いほど、話題語の PageRank の増加
が高くなり、話題語を中心に効果的に収束され

る。 
II. 特徴語数の増加を伴い F L値が下降する場合は、

軸となる話題語があり、話題語を中心に議論が

拡散されている状態である。そして、F L 値が
描く斜線が長いほど、話題語の PageRank の低

下が大きく、話題語を中心に効果的に拡散され

る。 
その結果、F Lが高い山・深い谷を描ければ、特定

の話題語を軸に、継続的に拡散と収束が行われてお

り、深い議論に繋がる。それには、きっかけとなる

発言が必要で、このきっかけの発言を導くことがフ

ァシリテーターの役割である。 
本研究では 3タイプの進行のデータを分析し、フ
ァシリテーターの発言の影響を検討した結果、以下

の 3つに集約した。 
I. 多様な発言を促すために、今までの発言を踏ま

えた「新たな問い」や、発言内容を構造化（ま

とめる）ことによる「新たな視点」を提供する

発言。 
II. 今までの発言では出ていない「新たな情報」を

提供する発言。データ①ではスピーカーとして

ファシリテーターとは別に専門家を登場させ

ていた。またデータ③では 1対 1の対話の中で

ファシリテーターが解説を行なっていたが、こ

の解説が「新たな情報」となっていた。 
III. 高い山・深い谷を描くためには継続的な拡散・

収束が必要であるが、停滞・迷走せずに継続的

に進行できるような「促進」的な発言。 
そして、本研究で分析対象にした 3種の進行スタ
イルの特徴を、本研究で提案した分析手法で明らか

にすることができた。 
I. 役割分担型：積極的に進行に関与することで、

異質性の高い発言を導き、高い山・深い谷を作

る効果的な議論を実現するスタイルである。 
II. 自走型：敢えて参加者の主体性に進行を委ねる

ため、停滞、迷走するリスクはあるが、同時に

多くの特徴語が出現する可能性も秘めており、

参加者自身の気付きが多いスタイルである。 
III. 1 対 1 型：参加者とファシリテーターが深い議

論を可能にする方法で、ファシリテーターの鋭

い視点の問いが多様性を伴う議論の収束を可

能にするスタイルである。 
スタイルごとに特徴がある。議論の目的、参加者

の特性、ファシリテーターの個性に合わせて、使い

分ける事が大切ではないかと考える。 
最後に、本研究の元になっている問題意識は、「多

データ① データ② データ③
FL値 0.396 0.446 0.339
SG数 4(9,2,2,1) 2(3,10) 3(5,5,4)
※SG数の( )内の数値は各SGの所属数。
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様性は、組織の知識、そして情報の種類や量を増や

すことにより、意思決定の質が向上する」という情

報・意思決定理論が実現するためには、参加者の多

様性を活かす事が重要である。その指標として、各

参加者の発言内容を特徴語でベクトル化したものを

属性と見立て、F Lと S Gで多様性を表した（表 8）。
本研究の分析対象のデータは一過性の議論であった

が、組織においては、継続的な議論が前提である。

そのために、ファシリテーター（多くの場合はマネ

ジャー）、そして参加者である組織のメンバーは、議

論で形成された属性による多様性の構造を把握し、

議論の目的に即した多様性の構造へ近づける事が重

要であると考える。 

6. おわりに 
本研究は、テキストマイニングの手法と多様性研

究の指標である F Lの考え方を併せて、ビジネスミ

ーティングのテキストデータを分析した。 
その結果、話題語の遷移の要因を発言から明らか

にできる手法を提案できたこと、それによって議論

の進行役であるファシリテーターの役割を明らかに

できたことは学術的にも実務的にも貢献できた。 
そして、今後の課題は、第一に、本研究は、分析

対象のデータから導いた結果に止まっている。より

分析を深め因果関係を明らかにして一般化する事が

必要である。 
第二に、ファシリテーターの役割について、効果

的な議論への関与方法をより具体化することが、実

務的な貢献に繋がる。例えばエージェントベースモ

デルによるシミュレーションにより様々なケースを

モデル化する事が考えられる。 
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経営者の容姿と企業行動の関係についての分析 
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Abstract: There are also many studies that suggest that the characteristics of managers, such as their 
background, orientation, and age, have some influence on the performance and behavior of companies. In 
this paper, we analyze the relationship between managerial face and corporate behavior, especially R&D 
investment, after focusing on face as one of the important components of appearance. We classified the face 
types of managers into several patterns and analyzed the impact of these types on corporate behavior.as a 
result, it was confirmed that managers classified in one cluster tend to invest more actively in R&D than 
those classified in the other clusters. 
 

 

 ���	��

=ėĐdƢB\»·l[eq>:=ƭrŶdƢB\

īuoq>\BCy�­�dAqd:jraŁň_

ǝurj\[a^f:jmsšČ`ľdT`y�­

�aħBÐö_Aq;šČ[aėĐd¿ŏ`Ǝým

Î¹`Ù³¬ŏƔ_ígoĨǧdżƃlrZBql

`lĝ^coSđām:Ǝýƚ`ėĐa¿ŏ`ŏƔ

mƦå_Åoc`ĨǧuígmZBqj\užûo

qżƃlAq;mcm:ŁňuĚǂ\mrj`nC

^żƃaETofđāmZEoS:Łň[lėĐd

Î¹íc¿ŏ`ŏƔ_Åoc`ĨǧuígmZBq

`ca±Ń[Aq;�

hr:¿ŏ`ŏƔmƦå_a:Ǝýƚ`����

¥z«�:ĢǱ^]:Ǝýƚ`ũįdÅoc`Ĩǧ

uígmZBq\BCj\užûoqżƃlč<đ

āoq;Ǝýƚ`ũį\¿ŏƦå`ǜËuÚŉmr

żƃ`´_a:ƞÍǒß[Aq\lrqƎýƚ`ũ

įu�§����\m:Ǝýƚ`�§����ĥ\

¿ŏƦå`ŸǜuÚŉmr`ldšČu´ĭ_đā

oq;Éab:�§����ĥ`ǯBƎýƚażƃ

ǚŲd`Ĵǈ^]:ƂŐŴ^¿ŏƦåuƦCÐö_

Aq\lrZBql`lčB;Ǝýƚ`ũį`®Y

[Aq�§����ĥ`ŤĔ_a:Ǝýƚd`ǉü

_npT`ĥóBuŤĔoql`:Ǝýƚ`ØŹu

ŮBZT`ĥóBuŤĔoql`:����Úŉ_

nuZ�§����ĥuŤĔoql`^]:ő<^

ľŞdAqd:T`´[lƎýƚ`ØŹuŮBZ�

§����ĥuŤĔmrl`_YBZa:T`ØŹ

coīorqëǂ^]uŤĔ`ĶŒ\mZBqrk:

Aqİú[Ǝýƚ`Čƭ_źŶmrl`[Aq\Ƴ

aq`[a^BssCc;�

ėĐdÎ¹`ƦåmŏƔ:hraT`Î¹dğo

q¿ŏ`ŏƔmƦå_Ĩǧu²aqj\:Čƭ_ź

ŶmƶĔlrrƎýƚ`�§����ĥ\BCƎý

ƚğįa¿ŏƦå_Ĩǧu²aqj\djrh[`

żƃ`´[Ńoc_lrZBq;jro`·Ōco

a:Ǝýƚ`êƋ^Čƭ:YhpėĐ`id¿ŏ`

ŏƔmƦå_ĨǧuígmZBqðƝįlƙaor

q;lmƎýƚ`ėĐd¿ŏ`ŏƔmƦå_Åoc

`ĨǧuígmZBq\orb:Ǝýƚ\¿ŏ`A

pľ_YBZ`Åoc`žûu²aorqðƝįd

Aq`[a^BssCc;�

j`nC^ƙa`°_:ňƁ[a:Łň¿ŏuĚ

ǂ_:Ǝýƚ`ǫ`�y�uļ��­«_Úǭm:

T`�y�d¿ŏƦå_²aqĨǧ_YBZ`Úŉ

uƦC; 
 

�����12�

>�=�"!��5�7��*3
���$;�

� Î¹`ėĐd:ň¹`ƸÊmŏƔ_ígoĨǧu

Úŉmrl`\mZa:šČ`żƃdf\v][A

経営課題にAIを!ビジネスインフォマティクス研究会 (第17回)
 JSAI Special Interest Group on Business Informatics (SIG-BI #17)



q;7"-BM-BNE�BO�",�ǲ	..)ǳa:}��\w�¦

}`äÑƚuĚǂ_ƾōuƦ^urƏŋ:ůď\l

_ėĐdƖmB\lrqľdǯîÕ[AqÐö_A

p:lo_ėĐ`Ɩml_nqĨǧaďįnplů

į`ľdmmĎeB\BCƏŋužmZBq;�

ėĐ`Ɩmldň¹`ƸÊmŏƔ_ígoĨǧu:

ƜŏuƐuZƾōmrżƃlƭorq;1FAA,B� BO�

",�ǲ	..
ǳaĦǀĉ`ėĐ`Ɩml\éŏĪ`îÕ

`ǜËu:w�¦}`\Aq©­��­§`ÕĒń

`ØŹuŮBZÎ¹`ėĐ¨�§uÜĔoqj\_

nuZƾōmZBq;T`Əŋ\mZ:śǛǔǙ`

ĦǀĉaÖŴǔǙ`ĦǀĉnpėĐdƖmf:hr

ėĐdƖmBĦǀĉ`ľdǯîÕ[Aq\BCÐö

dŃoc_^uZBq;�

Î¹dƞo`Ɩmlu:T`¼`��§\ôő_

Ŭŭįö¯`rk_ÈŮmrƏŋ:Î¹`ŏƔdö

¯mZBqðƝįužûoqÔƦżƃlƭorq;

=",OBM�BO�",�ǲ
%	
ǳa:w�¦}`±åŭ�©­

}­`Ɩml\ǇǕ`ǜËuƾōm:ėĐdƖmB

\lrq±åŭ�©­}­aǇǕdǯf^qÐö_

Aqj\užmZBq;lo_:ƖmB±åŭ�©

­}­a:»·uïqrk_ĮƬ^ãá:Żį:ƍ

ƕŴ^��§uƫēoqrk_ƞo`ėĐ`Ɩml

uÈŮmZBqj\džûlrZBq;�

� jro`żƃcoa:ėĐdƖmB:YhpƢB

\lrqľdîÕmùÿco`ƸÊd¯dqÐö_

Ap:ėĐ\Î¹`ŏƔmƸÊ_ŸǜdAqj\d

žlrZBq;rsm:Łň_EBZǭÂ`żƃa

ƭor^currk:Łň[lôő`j\dƳaq

`c_YBZa±Ń[Aq;�

�

>�>�"!�(5�#��14�7��*3��*

6�
���$;�

Î¹`ėĐd:T`ň¹`ğoqhraƎýoq

ƍƕ_ígoĨǧuÚŉmrżƃaĝ^Bl``:

đāoq;�C"..�BO�",�ǲ
%%%ǳ[a:|¥«�`

ĤøÀſļèſuĚǂ\mrƾō[:ėĐ`ƖmB

ģǔdBq¿ŏf]îŵįdǯf:ıǘdłB\B

CƏŋdąølrZEp:T`Əŋ\mZÎ¹`î

ÕlĈâoq\mZBq;hr 	..+ Ģ_�y�`�

���ƺdĕĿmr=�y�[®űƖmB 24�>uĴ

ƀoqw«�­�[l:¯Ã_Õur¿ŏaŚǍŴ

Ʈœ`ĎeB¿ŏ[Aur\BCƏŋdąølrZ

Bq;�

�

 
1 PRNNOQD89��M��=?# +0.2-#.1#,/&$'*)(%H3PRNN
OQM��E���!�CHE<3���!�:A��M�G
 

DIE>KG@D=B8L4=:=3��C��=B8L�	�GPR

NNOQF">L����CH3PRNNOQM5���;
83�

>�?�2 5�-%�(5�#���*�*3
6

�
���$;�

ėĐ\`ŷĹ`ǜËa±Ń[Aql``:Ǝýƚ

`ũįd¿ŏ`ŏƔmƦå_²aqĨǧ_YBZ`

żƃlļčfđāoq;Ǝýƚ`ũį\mZa:ũ

_Ǝýƚ`ƎǮmğį_şŶmrżƃdčf:

1"MHBM�"O�",�� 
%%
��[a:Ǝýƚ`ĢǱdƤf:

�­��x«�m{«��w¦«�`ƎǮdǁę[

Aqf]:T`¿ŏ`żƃǚŲǆdčBÐö_Aq

\mZBq;0#B-/D,P�BO�",�� 
%	+��_nq\:Ǝ

ýƚ`ĢǱdƤBf]:żƃǚŲ_áuÕr:np

àǐŴ^y��­�¤«uǊjo\BCƏŋdlr

olrZBq;jro`żƃcoa:Ǝýƚ`ƎǮ

mğį\BurũįażƃǚŲĴǈ\`ŸǜdǯB

\BCj\džûlrZBq;�

hr:Ǝýƚũį`´[lƎýƚ`ƞÍǒßĥ:

Yhp�§���� 9"M#FNNFN-��_źŶmrżƃ

lčB;8",-B.AFBM�BO�",�� 
%%
��a:Ǝýƚ`�

§����ĥdǯB¿ŏf]:żƃǚŲǆd`Ĵǈ

dčBj\užmZBq;^E:�§����ĥ`

ŤĔ\mZa:Ǝýƚ`����|��¤«ƦÈ_

ǡmZ`ƦåuÓ_ƦtrZBq;ôő_����

|��¤«ƦÈ_ǡmZ`Ʀåu�§����ĥ`

Ğĥ\mrl`\mZ:6","NN/�BO�",�� 
%		��d

Aqd:j`´[a:�§����ĥ`ǯBƎýƚ

`ľdy��­�¤«uǎŝm:ĽĳƧ`ěÕ_Ƃ

ŐŴ[Aq\lrZBq;7FMNE,BFCBM� BO� ",��

 
%	
��l�§����ĥ`ǯBƎýƚa:¦��d

ǯf:¦�­«`ĎeBĴǈuƦCÐö_Aqj\

užmZBq;jro`nC_:Ǝýƚ`�§��

��ĥ\¿ŏƦå\`Ÿǜužożƃačf:T`

´[l:�§����ĥ`Ğĥ`ƶĔ`ǡ_:Ǝý

ƚ`ØŹuŮBrl`dđāoq;2E"OOBMGBB� BO�

",� 
%%,��aw�¢w§¨�­�×`Ǝýƚ`ØŹ

uŮB:T`ØŹuǶŘǠ_ÚhZƸÊm:�§�

���ĥ`ĶŒuÇımZBq;ƶĔmrǶŘǠ`

ĶŒ\¿ŏ`Ʀå`ŸǜuÚŉmr\js:żƃǚ

ŲĴǈ^]`Ʀå_Ŗ`Ĩǧulrooj\džû

lrZBq;w�¢w§¨�­�`ØŹuŮBZ�

§����ĥuƶĔoq\BCĲŞa:2E"OOBMGBB�

BO�",� 
%		��m �,NB.�BO�",� 
%	(��[lŮBor

ZBq;hr:Łň[w�¢w§¨�­�×`Ǝý

ƚ`ØŹuŮBZ:�§����ĥ\¿ŏ`ŏƔm

ƦåuÚŉmrżƃ\mZ:="FNE/�BO�",�ǲ
%	�ǳ

dķiorq;="FNE/�BO�",�ǲ
%	�ǳ[a:Əŋ\

�!�C7L6D89��C��=B8L?J3��CK3��>L�

���D��G��C��>LKGD>L4#

# #

経営課題にAIを!ビジネスインフォマティクス研究会 (第17回)
 JSAI Special Interest Group on Business Informatics (SIG-BI #17)



mZ:�§����ĥdǯB\lrrƎýƚa:n

pƂŐŴ^ĴǈuƦCl``:T`Ʀåd¿ŏ`ŏ

Ɣ_\uZŖ`Ĩǧulroo\aǝo^B;�

 

�� �� 
ǜǑżƃco:ėĐaň¹dğoqƍƕ`ŏƔƦ

å_Åoc`ĨǧuígmZBqðƝį\:Ǝýƚ

`ũį_np¿ŏƦå_ĠdÙq\BCj\džû

lrr;ũ_:Ǝýƚ`ũį_YBZa:Î¹m¿

ŏ`ŏƔ¬Ʀå_Ŗ`ŸǜulromZBqðƝį

užûoqÔƦżƃlĝ^fa^Bl``:Łňu

Ơñ\mrj`nC^żƃaf\v]đāmZEo

S:Łň[lôő`j\dƳaq`ca±Ń[Aq;

lo_:ėĐ\Î¹lmfa¿ŏ`ŏƔ`ǜË_Y

BZ`ÔƦżƃ`čf[a:Ěǂƚ`ėĐ`ĶŒu:

w«�­�þƆƚmÚŉƚ`µƱcYŶƯ[ŘǠÚ

hmZBql`df\v][Ap:Ěǂƚ\`ǥĹ

[ĶŒuĔkZBql`lđāoqrk:ėĐ`Ķ

Œ`´_:ǫ¾Č_Ňƪmëǂ^]l÷hrql`

lAq;T`rk:µƱmƉÿ_nqboYedÙ

ZBqj\dƙaorq;jro`ƶĔunpĖƱ

Ŵ_ƦCrk_:ňżƃ[a:êƋ_Ǝýƚ`ǫ`

i_źŶm:Ǝýƚ`ėĐYhpǫdň¹`ğoq

¿ŏƦå:lmfaT`¼`ĶŒ_²aqĨǧuÚ

ŉoqj\mrB;ÔƦżƃuƭq\:Ǝýƚ`ũ

į\¿ŏƦå`ǜË_YBZa:ũ_żƃǚŲd`

ĴǈdǬƥ[Aq;jro`žûco:=ǫ>uƎý

ƚ`ũį`®Y\mZ:ǫ`�y�`ǓB_npż

ƃǚŲd`ĴǈÐö_ǓBdÙq`cuŃoc_o

qj\uŶŴ\oq;�

�

��� �

������

@�=�����

Łň¿ŏuĚǂ\m:Ǝýƚ`ǫd¿ŏƦå:ũ

_żƃǚŲd`ĴǈƦå_²aqĨǧ_YBZÚŉ

oqǡ_ÈŮoq�­�\mZa:ǫ`ÚŉŮ`�

­�\żƃǚŲd`ĴǈƦåuƨoj\`[eqǄ

æ�­�` 
 Y\^q;^E:Ěǂ\oq¿ŏaŁ

ƎġăĸŮǗŌ 


 ſ`Ct:ǖƦ¬Ìǟ¬ƷÝ 	.

ſ\�¨«��y�©uǞBr®ơ¿ŏóƴ 
%
 ſ

[Aq;�

ǫ`Úŉ_aǫƻƿ`�¢­¥§���ª­�[

Aq 5"#B9BO \ǫØŹ`�­���� !665"#B
 u

ŮBrĒƘţi �§:Ěǂ\oq¿ŏ`½ƨïƒ

ĩſǘ`ǫØŹuÈŮoq;5"#B9BO \a:
%	
 Ģ

_ 6//D,B _npŲƨlrrǫƻƿ`�¢­¥§�

��ª­�[Ap:=#EM/CC�BO�",�ǲ
%	
ǳ_nq

\ 	 Ŋ`ǫØŹu 	
� �y�`£­�¦��ǋǤ_

ċĻoqj\dðƝ[Aq;ǫØŹř`ǋǤuŚǍ

oqj\d[eqrk:ǫØŹuŮBr�¥��¦

«�uƦCj\dðƝ[Aq;T`rk:ºþa

5"#B9BO \ !665"#B
 uŮBZ:Ǝýƚ`ǫu���

§çmr`t�¥��¦«�m:TruėĐ`ĶŒ

\oqj\\mr;ºþÈŮoqĒƘţi �§

!665"#B
 a:�F/.D�BO�",�ǲ
%	�ǳ_nq\:.	(	

¹`ƩǮƚ`òƩǮƚġă (+
�+ `ŰÒu÷vs�

­����[Ap:7čļ`ô®į\čļ`ŰÒu

ĵY� 8ĤƉÿ`ĢǱEncśŀįu}�­oqj

\� V¥�§ǣǦuŅĜçoqj\uŶŒ\mZî

ǢlrZBq;�

ŕ_:żƃÀǚŲd`ĴǈƦåuƨoĶŒ\mZ

a:=żƃǚŲǆĊ¯ǯŚŪ>uŮBq;j`Ǆæ�

­�a:?ŁƎ�9443=@ ŁňƎţĽƛſ�coĚǂ¿

ŏ 
%
 ſÚuÕĲm:ƇÙmrl`[Aq;^E:

Ěǂ\mr`a:
%	. Ģĥ`Ǆæ�­�[Aq;È

Ůċļ_YBZa:ƅ 
Ƅ[ƹƌ`ƼŃuƦC;�

�

@�>��)&,�

Úŉ`Ĳǩ\mZ:hSîǢmrǫØŹuŮBZ

ǫ`�¥��¦«�uĕĿoq;�¥��¦«�d

ē¶mrĪ:�¥��_nuZżƃǚŲǆd`Ĵǈ

Ʀå:Yhp=żƃǚŲǆĊ¯ǯŚŪ>`Ðö_Ǔ

BdAq`cuÚŉoq;żƃǚŲǆd`Ĵǈ`Ķ

Œ_a=żƃǚŲǆĊ¯ǯŚŪ>uŮBq;�¥�

�k\`ŚǍľŞ\mZa:ĄŦ\^q�¥��u

ƶĔm:T`�¥��`żƃǚŲǆĊ¯ǯŚŪu¼

`�¥��\ŚǍoq;Yhp:Ā 	 `Ǐp:Ċ¯

ǯǅƈǆŪuƩƼŃċļ\m:ò�¥��uƼŃċ

ļ\oq;�

Ā 	��Úŉ`Šr�

�

	�������

�� �<�'+�	�1.�2���

Ěǂ¿ŏ 205 ſ`½ƨïƒĩſǘ`ǫØŹò 1 Ŋ

uîǢm:ǫØŹ`���§çEncµıÚÚŉu

Ʀur;Ā 2 a:òµıÚ`Ę²Ūužmrl`[

Aq; 
 

経営課題にAIを!ビジネスインフォマティクス研究会 (第17回)
 JSAI Special Interest Group on Business Informatics (SIG-BI #17)



Ā 2  òµıÚ`Ę²ŪǲǫØŹǳ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ā 3 a:�¥��¦«�`Əŋužmrl`[A

q; Ā´`:Ŕǌaƅ®µıÚ:Ɠǌaƅ¸µıÚ

užmZBq; 
 

Ā 3� �¥��¦«�`ƏŋǲǫØŹǳ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
� ^E:jro`ƏŋuÓ_:�¥��ř_ŶƯ[

ũĬuŽƻmõÞuYhr;Ā ( _�©��lrr

Ũ`ƣ\�¥��`õÞ:ũĬaƨ 	`Ǐp[Aq;�

 
ƨǵ� �¥��õ¬ũĬ 

 
C(&V) ����

% 
7- 

A ;O LO�"!<
;O 
K 'M ,��4
 
B ��� ���� �	�� 
P 5�M =Q@�������

 
 
����/09.	�:8%�

īorr ) Y`�¥��`Ct:ŧBǫ�¥��

uĄŦ\mZ:ųǰ:ćǫ:�~��¥��_EB

Z��­ċļuƶĔm:żƃǚŲǆ\`ǜǑuÚŉ

oq;ĺĔ �§a¾°ǲ	ǳ`Ǐp[Aq;�

!���Q���5�3���5�3���5�3���"#��Sǲ	ǳ�

�

!_a:¿ŏƦåuƨoĶŒ\mZ=żƃǚŲǆĊ¯

ǯŚŪ>uŮBq;QaĔļǨ[Aq;hr:3	�3
�3(

aǫ�y�uƨo��­ċļ[Ap:3	 ^obųǰ

�	ǴTr¾Č�%:3
 ^obćǫ�	ǴTr¾Č�%:3(

^ob�~��	ǴTr¾Č�% [Aq;�«�©­§

ċļa"#�\mZžmZEp:"#_a:Ċ¯ǯ\ǈŭ

óƴ`ĚļÏuŮBr;jro`ĶŒa:="FNE/�BO�

",�� 
%	���uìƙ_ƶĔmr;ÈŮċļ\T`ĔƗ

aǴƨ 
`\Ep[Aq;�

� hr:jrouÓ_:Ċ¯żƃǚŲǆŚŪ\`ǜ

ǑuÚŉmrƏŋaƨ (_žoǏp[Aq;�

�

ƨ 
� ÈŮċļ®ư�

 
DG0)/ 

>?J:H( N38R2019*+�>?J:HT2019
*+�( NS 

M����.1 
D1����
���
� 1�������
���
� 0 
D2����
���
� 1�������
���
� 0 
D3�	���
���
� 1�������
���
� 0 

������)/ 
( NR2019*+�( NS 
I9$FR2019*+�I9$FS 

� �

�

ƨ (�ĶŒ`ĺƴƏŋ�

�

 DG0)/ 
R>?J:H( 38S 

D1 
R;O����S 

-0.0174* 
[0.010] 

D2R 
'M����S 

-0.0304*** 
[0.0089] 

D3 
R�������S 

-0.0032*** 
[0.0089] 

( N -0.0032 
[0.0047] 

I9$F 0.0005 
[0.0043] 

#6 0.0897 
E2 RU 0.0402 

N 205 
Note: ��
� �������[ ]�
�����***, **, *
���

� 1%!5%!10%�����
�������	��� 

経営課題にAIを!ビジネスインフォマティクス研究会 (第17回)
 JSAI Special Interest Group on Business Informatics (SIG-BI #17)



� Ï`ņİŜŦu 
�\oq\:3ǵǲųǰǳ:3
ǲć

ǫǳ:3(ǲ�~�ǳ`oeZ`Ï_EBZ:ņİŜŦ

dťrlrqrk:jro`ǫ`�y�\żƃǚŲ

ŚŪ_aǜËdAqj\džlrZBq;ºþ`Ć

ó:3ǵǲųǰǳ:3
ǲćǫǳ:3(ǲ�~�ǳdƑƴŴ

_ǃ_ņİ\^uZBq;o^tt:ŧBǫ�¥�

�\ŚǍmZ:ųǰ:ć:�~�`�¥��ażƃ

ǚŲǆuĴn^BÐö_Aqj\dÁaq;�

�

6. ��
� 
ňżƃ[aŁƎġăĸŮǗŌ 225 ſ`Ct:205 ſ

uĚǂ_Ǝýƚ`ǫ`�y�uÚǭm:Trd¿ŏ

Ʀå:ũ_żƃǚŲd`ĴǈƦå_²aqĨǧ_Y

BZÚŉuƦur; 
T`Əŋ:ǫ`ŧB�¥��_ğoqƎýƚa:

¼`�y�_ğoqƎýƚnplƂŐŴ_żƃǚŲ

d`ĴǈuƦuZBqðƝįuƭÙmr;�

Ǝýƚ`ũįd¿ŏƦå_Ďe^Ĩǧu²aZB

qj\a:ÔƦżƃ[lļčfĕƷlrZBqd:

ňżƃaƎýƚ`ũį\mZ:êƋ_ǫ`i_şŶ

mr\BCŨ[:Ǝýƚ`ũį\¿ŏƦåukgq

żƃ`´[lƟúŢBžûuŗmr\Ƴaq`[a

^BssCc;�

ŅĪ_:ňżƃ`ƽǪ_YBZƲrrB;hS:

ºþaŁƎġăĸŮǗŌ`iuĚǂ\mZÚŉuƦ

urd:´Ĝ¿ŏm�«�¡­¿ŏ^]:¿ŏƞÄ

`ğį_nuZƎýƚũį`ūrľ_ǓBdAqð

Ɲįlƙaorqrk:Ěǂ¿ŏ`ļuǎâoqj

\:hr:ńƊÛ[`ÚŉuƦCrk_ļĢÚ`Ǆ

æ�­�uǎâoqj\_ǜmZŎƵ`ÆĂdŗl

rZBq\ƙaq;�

 


��. 
[1] Daniel S. Hamermesh, Jeff E. Biddle., “Beauty and the 
Labor Market”, American Economic Review, Volume 84, (1994), 
pp.1174-1194. 
[2] Jeff E. Biddle, Daniel S. Hamermesh., “Beauty, Productivity 
and Discrimination: Lawyers' Looks and Lucre”, Journal of 
Labor Economics, Volume 16, No.1, (1995), pp. 172-201. 
[3] Sean P. Salter, Franklin G. Mixon Jr, Ernest W. King., 
“Broker beauty and boon: A study of physical attractiveness 
and its effect on real estate brokers' income and productivity”, 
Applied Financial Economics 22(10), (2012), pp.811-825. 
[4] Gerard A. Pfann, Jeff E. Biddle, Daniel S. Hamermesh, 
Ciska M. Bosman., "Business success and businesses' beauty 
capital", Economics Letters, Elsevier, 67(2), (2000), pp. 201-207. 
[5] Daron Acemoglu, Daron Acemoglu, Murat Alp Celik., 

“Young, Restless and Creative: Openness to Disruption and 
Creative Innovations”. SSRN Electronic Journal, January, 
(2016). 
[6] Ulrike Malmendier, Geoffrey Tate., “CEO Overconfidence 
and Corporate Investment”. The Journal of Finance, Volume 60, 
(2005), pp.2661-2700.  
[7] Alberto Galasso, Timothy S. Simcoe., “CEO Overconfidence 
and Innovation”. Manegement Science, Volume 57, (2011), 
pp.1469-1484. 
[8] David Hirshleifer, Angie Low, Siew Hong Teoh., “Are 
Overconfident CEOs Better Innovators?”. The Journal of 
Finance, Volume 67, (2012), pp. 1457-1498. 
[9] Chatterjee. A, and D. C. Hambrick., “It’s all about me: 
Narcissistic Chief Executive Officers and their effects on 
company strategy and performance”, Administrative Science 
Quarterly, 52 (2007), pp.351-386. 
[10] Chatterjee, Arijit and Donald C.Hambrick., “Executive 
Personality, Capability Cues, and Risk Taking how Narcissistic 
CEOs React to their Successes and Stumbles.”, Administrative 
Science Quarterly 56(2) (2011), pp.202-237. 
[11] Olsen,Kari Joseph, Kelsey Kay Dworkis, and S. Mark 
Young., “CEO Narcissism and Accounting: A Picture of Profits.”, 
Journal of Management Accounting Research 26(2) (2013), 
pp.243-267. 
[12] Atsutaka Saisho, Aiko Suge, Hiroshi Takahashi., 
“Analyzing the Relationship Between the Characteristics of 
Company Executives and Their Companies: Observation 
Through Facial Expressions”, International Conference on 
Innovation & Management (ICIM2018). 
[13] Florian Schroff, Dmitry Kalenichenko, James Philbin., 
“FaceNet: A Unified Embedding for Face Recognition and 
Clustering”, The IEEE Conference on Computer Vision and 
Pattern Recognition (CVPR), (2015), pp. 815-823. 
[14] Qiong Cao, Li Shen, Weidi Xie, Omkar M. Parkhi, Andrew 
Zisserman., “VGGFace2: A Dataset for Recognising Faces 
across Pose and Age”, 2018 13th IEEE International 
Conference on Automatic Face & Gesture Recognition (FG 
2018).  

経営課題にAIを!ビジネスインフォマティクス研究会 (第17回)
 JSAI Special Interest Group on Business Informatics (SIG-BI #17)



使えるものは何でも使って EBPMを
Use whatever you can to promote EBPM

渡部睦 1∗ 北澤正樹 1 高橋聡 2 吉川厚 1

Mutsumi Watanabe1, Masaki Kitazawa1,
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Abstract: Evidence Based Policy Making (EBPM) has been attracting attention for policy

making in Japan. In order to realize EBPM, it is essential to have data as evidence. However, it

is costly to collect such data, and it is difficult to design data and analysis to determine what kind

of data is best. we cannot wait until we have enough usable data to implement EBPM. Therefore,

it is necessary to combine empirical research methods such as quasi-experiments and theoretical

research such as Agent Based Simulation (ABS), and to develop a method to analyze the data.

In this paper, we will discuss the concept and how it can be applied to the analysis of EBPM

even when sufficient data is not available. This paper presents the concept and the results of the

analysis using a prefectural dental health ordinance as a case study.

1 はじめに
日本の政策立案に Evidence Based Policy Mak-

ing(EBPM) が注目を集めている。EBPM 実現のため
には証拠となるデータが不可欠であるが、そのデータ
を集めるにはコストがかかり、かつ、そもそもどのよ
うなデータなら良いのか、データ設計や分析の設計を
することが難しい。しかし、使えるデータが充実する
まで EBPM の取り組みを待つわけには行かない。そ
こで、擬似実験等の実証的研究手法と Agent Based

Simulation(ABS) 等の理論的研究を組み合わせ、デー
タが十分に得られない場合でも EBPMに資する分析を
行うことを構想している。本論文ではその構想と、都道
府県歯科健康条例を事例とした分析の結果を示す。

∗ 連絡先：立教大学大学院人工知能科学研究科　　　　　　〒171-8501 東京都豊島区西池袋 3-34-1　　　　　　 E-mail: 20vr039r@rikkyo.ac.jp

2 研究の背景
Opinion Base, Episode Base の客観的証拠に乏しい
政策決定プロセスを見直す動きは、英米ではブレア政権、
オバマ政権の頃から本格化し、現在ではエビデンスによ
る政策評価報告は政府予算編成時の必須要件となってい
る。イギリス財務省は、数理モデルやシミュレーション
による理論ベースのインパクト評価、ランダム化比較試
験 (RCT) や傾向スコア分析などの実験・擬似実験ベー
スのインパクト評価などを体系的に整理したガイドライ
ン [1]を策定している。
日本では 2016年に経済財政諮問会議により「統計改
革の基本方針」の一環として「EBPM 推進体制の構築」
が決定された。統計改革と EBPM推進は両輪で進めな
ければならないという問題認識がなされており、中央省
庁での試行やガイドライン作成の検討などが進められて
いる。[2][3][5]

EBPM 推進の問題点に関する独立行政法人経済産業
研究所（RIETI）の調査結果を表 1 に示す。EBPM の
阻害要因が複数が挙げられているが、本論文では 5番目
の「政策形成に役立つデータや調査研究が少ない」問題
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に着目する。
政策評価で使用されるデータについては、表 2の通り
その整備状況に応じて 4 種類に整理できる。近年、総
務省の「政府統計の総合窓口 (e-Stat)」や経済産業省の
「地域経済分析システム (RESAS)」などで公的な統計情
報の充実が図られているが、主に全国、都道府県別、市
町村別の統計分野別集計データであり、集計の元となっ
た個票データについては一般公開されていない。個票
データの研究者向け利用申請の条件が緩和されるなど環
境の整備が進めらているが、個票データの充実には今暫
く時間を要すると考えられる。良質な個票データとして
は自治体が保有する行政記録データがあり、2016 年に
官民データ活用推進基本方が施行されるなどその活用
が望まれているが、個人情報保護の観点とのバランスや
データ整備作業の負荷などから取り組みの進展は緩やか
である。
中央省庁や地方自治体の現場の政策実務者が今すぐに
でも EBPMを実践するためには、集計データを中心と
する現在入手可能なデータを用いた政策評価研究の充実
が必要である。
表 1: EBPMの阻害要因
（RIETI シンポジウム資料 [4]より引用）
阻害要因（複数回答） 政策実務者 研究者
1.日常業務が忙しく時間がない 33.9% 51.0%

2.そのような慣行や組織風土がない 62.4% 45.1%

3.政策がエビデンスと関係なく政治的に決まる 72.5% 51.0%

4.統計データの解析や研究を理解するスキルが職員に不足 67.0% 68.6%

5.政策形成に役立つデータや調査研究が少ない 41.3% 43.1%

6.その他 6.4% 21.6%

表 2: 政策評価データの整備状況による分類
分類 例
a)公開データ e-Stat,RESAS 等政府の公的

統計。主に集計データ。
b)限定公開データ 研究者のみ公開の政府統計の

個票データ。
c)非公開データ 行政記録データ。自治体の独

自統計。公的統計以外の統計
個票データ。

d)データなし

3 研究の構想
日本の EBPM推進のために、大量の個票データが得
られない政策評価課題に対し、実証的研究と理論的研
究を効果的に組み合わせた分析方法の研究を構想して
いる。
実験・擬似実験といった実証的研究による一次分析の
因果推論の結果を、数理モデルやシミュレーション等の
理論的研究による二次分析で検証する（図 1）。政策評価
時にデータが少量しか得られない場合、実証分析結果の
統計的有意性が不十分となることが予想されるため評価
の実施自体が見送られがちである。これが EBPMが進
まない要因の一つとなっている。このような場合でも、
一次分析の結果を活用した ABS等の理論的研究による
二次分析を行うことでアウトカムの生成プロセス解明に
貢献することができる。また、個別ではなく、事象的研
究と理論的研究を常にセットで用いることは、ABS 等
のシミュレーションを政策評価の場により活用する糸口
にもなる。EBPMでは因果関係の分析が重要になるが、
実証的研究、統計分析では一定量のデータ数が必要とな
るため政策評価の研究事例はどうしてもデータが得やす
い政策に偏ってしまう。一方で ABSであればモデル設
計の工夫により、大量データがなくても政策評価に資す
る分析結果が得られる可能がある。逆に、ABS の結果
だけでは因果関係を主張し政策担当者を納得させること
は、EBPM が実証研究中心に進められている現状では
なかなか難しい。両手法を同時に用いてそれぞれの長所
を生かした研究手法が進展すればその価値は非常に高い
であろう。

統合化⼿法

実証的研究
実験・擬似実験
統計分析

理論的研究
ABS

図 1: 統合化手法

次章以降では、例として自治体施策の効果分析を擬似
実験手法で行い、その結果に対し ABSでどのように二
次分析が可能であるかの考察を行う。
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4 都道府県歯科保健条例の効果検証
現在のオープンデータによる政策評価の分析事例とし
て都道府県歯科保健条例を取り上げる。条例の施行が、
6 歳児及び 12 歳児の未処置う歯保有率の減少にどの程
度寄与したのかを推定する。また、複数団体と複数年齢
層で比較分析を行い、それらの推定介入効果の違いから
政策がアウトカムに与えるプロセスについても考察を
行う。
都道府県の歯科保健条例 [6] は、歯・口腔の健康増進
を目的に 2008年に新潟県で初めて制定された。これを
契機に全国の都道府県や市町村で相次いで条例が制定さ
れ、2011年には後を追う形で国の法律が制定された。条
例の内容は似通っており、都道府県や都道府県民は歯・
口腔の健康に努めなければならないという基本理念を示
し、市町村との連携、啓蒙活動や指導等の活動、基本計
画の策定、財政的措置を講じることなどを努力目標とし
ている。罰則などを伴わない理念条例である。先行研究
としては条例制定後の各都道府県の予算確保状況を調査
した研究 [12]などがあるが、条例が都道府県民の歯・口
腔の健康へもたらした定量効果に対する研究は見当たら
ない。
この政策を分析対象として選んだ理由として、今後
ニーズが高まると予想される自治体の政策効果検証であ
ること、大量とは言えないが、集計データが e-Statから
オープンデータで入手できること、複数の団体がほぼ同
内容の政策を相次いで実施したことで、導入時期の違い
による効果検証が可能であることなどが挙げられる。

5 分析の計画
5.1 分析データの設計
2006 年以降の都道府県別の年齢別疾病・異常被患率
が公開されている e-Stat の学校保健統計調査データを
使用する。学校保健統計調査では目標精度 5%以内とし
て毎年 6 月頃に都道府県当たり 200 校前後を層化集落
抽出法により選択し調査を行っている。
時系列の政策効果検証に必要となる介入前の期間と対
象群の数をある程度確保できるように介入群と対象群の
選択を行った。効果検証対象の介入群となる団体は、新
潟県についで 2009年 4月 1日に条例を制定した北海道
と静岡県とした。対象群となる条例未制定の団体は、条
例施行が 2012 年以降である 19 団体とした。その一覧
を表 3に示す。
分析対象政策が理念条例であるため、政策の効果は、

条例に基づいた予算が策定され事業が開始される翌年か
らと想定し、介入開始期間は条例施行の翌年である 2010

年からとした。介入期間の終了を長くとると、その間に
対象群となる団体が条例を相次いで制定しているため
対象群が少数となってしまう。そこで、介入終了期間は
2012年として 3年間を分析した。
この結果、分析データの介入前期間は 2006 年から

2009年までの 4年間、介入期間は 2010年から 2012年
の 3年間となった。
図 2に分析期間の 6歳児と 12歳児の未処置う歯保有
者率について、介入群 2 団体の値と対象群の平均値を
示す。

表 3: 介入群 2団体と対象群 19団体
介入群 北海道,静岡県
対象群 青森県, 山形県, 群馬県, 東京都, 神奈川県,

富山県,石川県,福井県, 山梨県,岐阜県,愛
知県,滋賀県,大阪府,奈良県,鳥取県,福岡
県,大分県,鹿児島県,沖縄県
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5.2 分析の手法
分析には差の差分法 (Difference in Diffrence,

DID)[8] の改善手法である Synthethic Difference in

Diffrence(SDID)[9]を使用した。
地域内全域の個体に影響を及ぼす政策の効果検証では
個票データを得ることは難しく、時系列の集計データで
分析が可能な DID が適した擬似実験手法である。DID

は介入群のアウトカムの単なる前後比較である「介入後
の差」ではなく、介入群が介入されなかった場合の差で
ある「介入前の差」を対象群のデータから求め、「介入前
の差 − 介入後の差」を政策の処置効果として推定する。
国内で DID を用いた政策研究として、保育所の整備状
況が女性の就業率へ及ぼす影響の分析 [11]などがある。
DIDが有効であるための条件には、介入群と対象群と
でトレンドが同一である平行トレンド仮定と、アウトカ
ムに大きな影響を及ぼす事象が二群の片方のみに起きて
いないという共通ショック仮定がある。SDID は DID

の回帰式とは別に、介入群データに対する対象群の個体
別と期間別の重みを計算することで平行トレンド仮定を
緩和し、より信頼区間の小さい推定結果を得ることがで
きる。
また、SDIDの特徴である 2種類の重みは、二次検証
で使用する ABSによるシミュレーションモデルのパラ
メータ設計に活用することが期待できる。
時系列集計データによる介入効果推定が可能であるこ
と、従来手法より高精度の因果推論が可能であること、
個体別・期間別の 2種類の重みという二次検証に有用な
データが得られること、の３点が SDIDを採用した理由
である。
DID の代替手法としてもう一つ Causal Inmact[10]

がある。ベイズ構造時系列モデルにより介入群の過去
データのみで介入効果を推定する。利点として対象群が
不要となるが、その分共変量も含めた大量の介入群の
データが必要になる前提条件と、介入後に政策効果に大
きな影響を与えるショックがあると使えないという制限
があり、今回の事例では 2011年に歯科口腔保健に関す
る法律が施行されているため使用を見送った。
SDID の推定結果の信頼性の検証には、対象群 19 団
体のプラセボテストの集計結果を使用した。プラセボテ

ストは、対象群中の 1団体を擬似的に介入群とみなして
分析を実施し、実際の介入群の推定値と比較するもので
ある。条例による歯の健康に対する効果が、プラセボテ
ストの平均値より十分大きなものであるか、プラセボテ
ストの標準偏差と比較して有意であるかといった点を分
析した。
なお、SDID は R の synthdidパッケージ [13]を使
用した。

6 分析結果と考察
分析による推定介入効果を表 4に、そのグラフを図 4

から 7に、プラセボテストの結果を表 5に示す。
北海道６歳児の推定介入効果は 1.26 ポイントの改善
が見られた。プラセボテストの平均-0.106よりは大きな
値である。しかしプレセボテストの標準偏差は 1.615で
あり、統計的に有意と言えるほどの結果ではない。静岡
県 6 歳児と北海道 12 歳児ではそれぞれ-0.850 と-0.348

とより小さな効果しか認められなかった。また、静岡県
12歳児は 1.04ポイント悪化しており、条例が児童の未
処置う歯の改善に与える効果が測定できていないことが
示唆される。介入群が 19件、介入前期間が 4年という
のは頑健な検証結果を得るにはデータ数が不足している
と言えよう。
表 4: SDIDによる未処置う歯保有率への推定介入効果（ポイ
ント）
対象 団体 2010年 2011年 2012年 平均
6歳児 北海道 -0.194 -2.729 -0.955 -1.293

静岡県 -2.985 -0.391 0.826 -0.850

12歳児 北海道 -0.443 1.323 -1.924 -0.348

静岡県 2.150 -0.388 1.362 1.041

表 5: 対象群プラセボテストの結果（ポイント）N=19

対象 平均 標準偏差 最小 中央値 最大
６歳児 -0.106 1.615 -4.020 -0.080 2.583

12歳児 -0.007 2.099 -4.574 0.447 3.140

今回の結果を考察すると、北海道と静岡県の差異につ
いては、図 2にあるように北海道はもともと静岡県の倍
近くう歯の多い地域だったので、伸びしろがあった分改
善量が大きくなったからだと考えられる。また、北海道
は条例にフッ化物洗口の実施を明記しており、それが効
果を発揮した可能性もある。8020財団の調査 [6]によれ
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ば、配下の市町村独自の歯科健康条例の制定数は 2020

年 10月 1日時点で静岡県が 15団体、北海道 0団体であ
る。静岡県はもともと歯の健康には熱心な県であり、そ
のため条例施行の前後での差は出にくいと考えられる。
12歳児の方が 6歳児より効果が小さいのは、12歳児
の方が元々の未処置う歯が少ないために介入効果が出に
くかったからだとみなせる。
学校健康保健調査は悉皆調査ではなくサンプリング調
査である。目標精度 5%でサンプル数の設計はされてい
るものの、それは全国調査としてであり、都道府県別の
比較分析用としてはサンプル数が少ないとも考えられ
る。そのため、北海道 12歳児が 2006年から 2007年に
かけて約 8ポイントも悪化しているのも何か特別な原因
があったとうよりサンプリングの統計的な揺らぎであっ
た可能性が高い。
今回の SDIDの分析では、静岡県 12歳児が悪化する
とった解釈が難しい結果を解析する十分な情報は得るこ
とができない。これらの問題を補う手法が必要である。

7 ABSによる二次検証方法の考察
都道府県
Agent

市町村
Agent

市⺠
Agent

・県民性設定値（歯ブラシ消費金額な
どから計算した健康への熱心さ）など

・SDID等の手法で得ら
れた重み

・予算
・施策

：

・予算
・施策
：

・年齢
・年齢別の
う歯保有率基準値
：

図 3: 想定される ABSモデルの構想

今回の SDIDによる歯科保健条例は効果分析の結果を
踏まえ、代表的な理論的分析の手法である ABSによる
二次分析、補足分析がどのように行えるのかを、またそ
の場合の注意点について考察する。
今回の分析では頑健とは言えないまでも政策効果の推
定量を得ることができたが、団体間の効果の相違を解釈
できるまでの十分な分析結果は得られなかった。そこ
で、ABS用いて条例の効果が生まれるプロセスの分析、
検証行うことを考えている（図 3）。都道府県と市町村

の関係、役所と個人の関係、フッ化物洗口や歯磨き指導
などの複数の具体的施策の相違など複数のモデルでシ
ミュレーション行い、北海道と静岡県の違い、6歳児と
12 歳児の違いを生み出すプロセスを分析できる可能性
がある。
また、SDIDの推定介入効果をシミュレーション結果
の検証（接地）に使うのか、モデル内に取り込むのかの
検討が必要である。今回のような信頼区間の大きい擬似
実験の推定値を接地で使う場合、設置の結果の信頼区間
も大きなものになると考える場合には ABSのモデル内
のパラメータ設計に使用することが有効であると考えら
れる。
さらに、表 6と表 7に掲載した SDIDが生成する対象
群の重みは、今までにない情報として ABSのモデル設
計で有効に活用できる可能がある。
今後は ABSのモデルに対し、今回の SDID以外の分
析も加え、実証的研究、統計分析と関連させ、両輪で分
析する手法の研究を進めようと考えている。

表 6: SDID による対象群団体に対する重み
対象 介入群 対象群（カッコ内は重み）
6歳児 北海道 鹿 児 島 県 (0.239), 東 京 都

(0.193), 富山県 (0.131), 愛知県
(0.127), 青森県 (0.081), 滋賀県
(0.052), 石川県 (0.048), 岐阜県
(0.038)

静岡県 鹿 児 島 県 (0.159), 富 山 県
(0.109), 東京都 (0.092), 石川県
(0.079), 愛知県 (0.074), 山梨県
(0.072), 岐阜県 (0.059), 青森県
(0.053), 山形県 (0.049), 滋賀県
(0.044), 大阪府 (0.036), 奈良県
(0.033), 福井県 (0.030), 神奈川
県 (0.026)

12歳児 北海道 沖縄県 (0.223), 福岡県 (0.203),

鹿 児 島 県 (0.161), 鳥 取 県
(0.159), 山形県 (0.142), 福井県
(0.056)

静岡県 滋賀県 (0.136), 愛知県 (0.124),

神 奈 川 県 (0.123), 青 森 県
(0.099), 鹿児島県 (0.086),奈良
県 (0.062), 東京都 (0.061),山梨
県 (0.058), 岐阜県 (0.044), 山形
県 (0.043),富山県 (0.040),鳥取
県 (0.037)
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表 7: SDID による介入前期間に対する重み
対象 介入群 2006年 2007年 2008年 2009年
6歳児 北海道 0.186 0.002 0.385 0.427

静岡県 0.183 0.002 0.386 0.428

12歳児 北海道 0.148 0.057 0.376 0.419

静岡県 0.146 0.058 0.376 0.420

8 おわりに
本論文では EBPMを推進するための実証的研究と理
論的研究を組み合わせる研究の構想を説明し、事例とし
て都道府県歯科保健条例の効果分析を行った。日本でも
EBPM は今後ますます重要になると思われる。使える
データと使える政策評価事例を待ち望む政策実務者のた
めに、使える手法、研究を目指して行きたい。
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図 4: 北海道 6歳児の推定介入効果グラフ。青が介入群の実際の値を、赤が SDID により合成された対象群の数値を
表す。図中央の二本の平行線はそれぞれの群のトレンドを表している。介入効果がなかった場合はこの二つの線は平
行になる。その場合の介入群のトレンドが灰色の点線である。灰色の点線と実際の介入群のトレンドの線の縦方向の
差が介入期間の推定平均処置効果量であり、黒の矢印として図示している。
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図 5: 静岡県 6歳児の推定介入効果グラフ
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図 6: 北海道 12歳児の推定介入効果グラフ
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図 7: 静岡県 12歳児の推定介入効果グラフ
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要約:  株式市場の変動は様々な要因によって引き起こされる．とりわけ，ニュースは最も一般

的な情報源であり，投資家にとって重要な役割を果たしている．本研究では，ニュースのサプラ

イズに注目して分析を行った．分析の手法として，過去のニュース記事を要約し，次期に発表さ

れたニュースと比較することによってアーニングサプライズを株価の説明モデルに組み込んだ．

要約文章生成には PEGASUS，分類モデルの構築にはランダムフォレストを採用した． 
 

1 はじめに 

 近年，あらゆるモノがインターネットに繋がる

Internet of Things（IoT）が急速に広がっている．IoT
によって，センサーやデバイスの量が増え，またそ

れらがインターネットで相互に繋がることから，生

成されるデータの量が爆発的に増えている．株式市

場においても同様のことが言え，どのように必要な

情報を抽出するかが課題となっている．また，株式

市場の株価は業績や景気の変動などといった様々な

情報によって変動する．公開されている情報は投資

家に平等に与えられるが，投資家がその情報を入手

し，読み取り判断に要する時間は一人ひとり異なる．

そして，この間にも株価が変動する可能性がある．

そのため投資家は情報を素早く受け取り，膨大な量

の情報から必要な情報のみを取り出して的確に判断

する必要がある． 
 そこで機械学習や自然言語処理を用いてこの問題

を解決することを試みた．近年の機械学習や自然言

語処理の発達は目覚ましく，膨大な情報を扱うこと

が出来るようになり，処理速度や予測精度も向上し

ている[1-3]．このように機械学習を用いてニュース

と株価の関連性を分析した研究は数多く行われてい

る[4-9]． 
 そのため本研究は，投資家が判断や意思決定する

までの時間を短縮化することを目指し，要約文章の

生成，及びそれらを株価の説明モデルへ適用するこ

とを目的とする．また，要約文章が過去の情報を含

んだ文章であるとすると，新しい情報が発表された

ときに，過去に発表されていない情報は株価への影

響度が大きく，発表された情報は株価への影響度が

小さいと仮定することができる．これらを株価の説

明モデルへ組み込むことができれば，株価の予測精

度の向上の寄与する可能性がある． 

2 データ 

本研究では，要約文章生成のためにニュース記事

と株価の結びつけに株式市場データを使用する． 
分析の対象は，自動車メーカー大手３社，日産自

動車株式会社（日産），トヨタ自動車株式会社（トヨ

タ），本田技研工業株式会社（ホンダ）とした．また

分析の期間は 2016 年 1 月から 2017 年 12 月までの

２年間とした． 

2.1ニュース記事データ 
 ニュース記事データは，トムソン・ロイター社が

提供するロイターニュースを用いた．トムソン・ロ

イター社は世界最大級のマルチメディア通信社であ

り，日本においても幅広いニュースを提供している．

特にトムソン・ロイター社の報道スピート，正確性，

信頼性は高い評価を得ており，数多くの投資家が活

用する情報源である．本研究では，分析対象に関連

する英語のニュース記事の発信日時及び本文を使用

した． 
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2.2株式市場データ 
 株式市場データは，東京証券取引所における株式

の約定価格や約定数量の推移を示した時系列の取引

データであるティックデータを用いた．本研究では，

分析期間における分析対象の約定時刻と約定価格を

使用した．この株式市場データは，ニュース記事が

公開された時刻の前後 1 分の価格を得るために用い

た．また，1 分の間に 1 回以上取引が記録されてい

る場合は，その取引金額の平均値を分析に用いた． 

3 分析手法 

 本研究の分析手法の構造を，図 1 に示す．まず，

対象期間における対象企業のニュース記事を取得し，

これをニュース記事データとした．また，ニュース

記事が発表された前後１分の株価を取得し，株価の

変動率を算出した後にラベル付けを行った．これを

株価データとした．次に，ニュース記事データから

自然言語処理モデルを用いて，要約文章を生成した．

その要約文章及び，次の期に発表されたニュース記

事を自然言語処理モデルを用いて，それぞれ分散表

現に変換した．それら分散表現を用いて，２文章の

類似度を算出した．この類似度及び分散表現，株価

データを機械学習に入力することで，ニュースと株

価の関連性を分析した． 

3.1 PEGASUS によるニュース記事の要約 
 Pre-tranning with Extracted Gap-sentenses for Abstrac-
tive Summarization (PEGASUS) [10]は，Transformer が
ベースの自然言語処理モデルであり，文章要約に特

化している．2020 年初頭に要約文章生成タスクにお

いて State of the Art (SOTA) を達成した自然言語生成

モデルである． 
 本研究では関連銘柄のニュース記事を読み込み，

要約文章を生成するのに用いた．ニュース記事デー

タを銘柄，月ごとに分け，該当する記事を全て

PEGASUS に入力し，要約文章を生成した．対象銘柄

が３社，対象期間が 24ヶ月あるため，合計 72個の

文章を出力した． 

3.2 BERTによる分散表現 
Bidirectional Encoder Representations from Transf-

ormers(BERT)[11]は，Google が開発した自然言語処

理言語モデルである．事前学習した後に転移学習に

よって様々なタスクを解くことができる．このモデ

ルの最大の特徴は文章の文脈を理解することであり，

文章の意味比較や．他の文章が続く可能性などを計

算できる． 
 本研究では，対象銘柄に関連したニュース記事及

び要約文章を，文章ごとに分散表現へ変換した．ま

た，BERT を使用する際には， 512単語（トークン）

以下にする制約がある．そのため，513以上のトーク

ンがある場合は，512 以下のトークンになるように

切り捨てた． 

3.3 ランダムフォレストによる分析 

 Random forest（ランダムフォレスト）とは，複数

の機械学習アルゴリズムを組み合わせたアンサンブ

ル学習の一つであり，複数の条件分岐の集まってい

る，木構造のアルゴリズムである決定木を組み合わ

せたアルゴリズムである．本研究では，分散表現及

び文章の類似度と株価データとの関連性の分析にラ

ンダムフォレストを用いた．本研究は，分散表現及

び類似度をラベル化した株価データと結びつける分

類タスクである．分散表現のような説明変数が多数

存在していても学習が可能で，予測精度が高いラン

ダムフォレストを用いることとした． 
 対象銘柄に関連したニュース記事及び分散表現を

入力とし，株価データを出力として学習することで，

分析モデルを構築した． 
  

ニュース記事群

言語モデル
（PEGASUS）

1ヶ月分の
記事

要約文章

言語モデル
（BERT）

ベクトル化

言語モデル
（BERT）

株価情報

学習済モデル
生成

機械学習モデル
（ランダムフォレスト）

図 1 分析手法の構造 
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4 分析結果 

 まず初めに，有用な要約文章の生成が可能である

かを確認する．自然言語処理モデルを用いて，過去

のニュース記事から要約文章を生成した．次に，過

去のニュース記事を要約した文章が，株式市場分析

において有効であることを確認した． 

4.1 要約文章の生成 
PEGASUS を用いて，各社のニュース記事を１ヶ

月毎に要約した．その結果の例を図 2 に示す．本要

約文章は，2016 年 8月の日産の記事を要約した文章

である．この月に日産は，効率の高い新しいエンジ

ンを開発した [12]．要約文章もその内容に即してい

ることが分かる．この結果から，可読性の高い要約

文章を生成できたことを確認できる． 
 
 

 
 
 
 
 
 

4.2要約文章を使った株価の分類モデル 
本分析では，株式市場の価格変動を用いてニュー

スのラベル付けを行った．その結果は，表 1 のよう

になった．ニュース記事合計 974件のうち，ニュー

ス記事が発表された時刻の前後１分の株価の変化率

が 0.05以上である High ラベルは 339件，0.05以下
である Low ラベルは 635件であった． 

 
これをもとに，要約文章と株式市場の分析を行っ

た．本分析では，過去のニュースを要約した文章と

既存の手法の比較を行った．比較対象は，分散表現

のみを機械学習で分析した Model 1（既存手法），要

約文章との類似度のみを機械学習で分析した Model 
2（提案手法），要約文章との類似度及び分散表現を

機械学習で分析した Model 3（既存手法+提案手法）

である． 
分析の結果は図 3 の通りである．正答率は，Model 

1 が 63.07%，Model 2 が 57.85%，Model 3 が 64.87%
となった．要約文章との類似度及び分散表現を用い

た Model 3 の正答率が一番高く，次に分散表現のみ

を用いた Model 1，要約文章との類似度のみを用い

た Model 2 となることを確認した． 
この結果より，提案手法である要約文章との類似

度のみを用いた手法では十分に株価の変動を説明で

きていない．一方で，要約文章との類似度と分散表

現を組み合わせる手法は，既存の分散表現のみを用

いた手法より高い正答率となった． 
要約文章との類似度のみを用いた場合は十分に株

式市場を説明できていない要因について以下のよう

に考えた．まず要約文章との類似度を用いてアーニ

ングサプライズが適切に測れていなかった可能性が

ある．例えば，PEGASUS による要約文章の生成時に

全ての情報を含むことができなかった可能性や，

BERT による分散表現への変換が上手く機能しなか

った可能性がある．これは現状の自然言語処理の技

術の限界である． 
また，本研究で測定したアーニングサプライズと

株式市場の関係性が薄い可能性がある．これは，ア

ーニングサプライズ以外の要因，例えば文章の語句

や意味の方が株価への影響が大きいため，適切に反

映されなかったのではないかと考える．そのため，

分散表現と要約文章との類似度の両方用いた場合の

正答率が大きかったのであると考えた． 

 
次に，過去のニュース記事との類似度と過去の要

約文章の比較を行った．これは要約文章が過去の個

別のニュース記事を用いて分析するより，株式市場

分析において優位であることを確認するためである．

比較対象は，要約文章との類似度及び分散表現を機

械学習で分析した Model 1（要約文章を用いた手法），

個別記事との類似度及び分散表現を機械学習した

図 2 生成した要約文章の例 
 

Nissan Motor Co Ltd  ⁇ 7201.T> has come 
up with a new type of gasoline en-
gine .<n>The new engine uses variable com-
pression technology .<n>Could replace some 
of today's advanced diesel engines . 

表 1 ラベル付けの結果 

ラベル ニュース数（件）

High 339

Low 635

合計 974 図 3 要約文章と既存手法の比較の結果 
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Model 2（個別記事を用いた手法）である． 
分析の結果は図 4 の通りである．正答率は，Model 

1 が 64.87%，Model 2 が 64.25%となった．要約文章

との類似度を用いた Model 1 の正答率が，個別の記

事との類似度を用いた Model 2 より僅かながら正答

率が高いことを確認した． 
つまり，要約文章が個別記事と同等もしくは多少

ではあるがよりよく株式市場を説明できている．こ

の要因について以下のように考えた．要約文章は個

別記事のまとめたものであり，個別記事より多くの

情報を含んでいる．そのため，要約文章を用いた手

法の方が，個別の記事を用いた手法より正答率が高

くなっている可能性がある．詳細な分析は今後の課

題である． 

5 まとめ 

本研究は，投資家が判断や意思決定するまでの時

間を短縮化することを目的とし，要約文章の生成及

びそれを株価の説明モデルへの適用を行った．その

方法として，自然言語処理を用いて，要約文章を生

成した．さらに，要約文章が過去の情報を含んだ文

章であるとして，新しい情報が発表されたときに，

過去に発表されていない情報は株式市場への影響度

が大きく，発表された情報は株式市場への影響度が

小さいと仮定し，株式市場分析に含めて株価の説明

モデルの精度の向上を試みた． 
本研究の結果は，ニュース記事を要約した結果，

可読性の高い文章が生成できることを示し，またそ

れらを株価の説明モデルに組み込むことで精度の向

上の可能性を示すものである． 
今後の課題として，さらなる検証を行うために，

対象企業数や対象期間を増やしてデータ数を増やす

ことが挙げられる．また，ニュース記事の他，企業

のホームページや有価証券報告書から分析を行う方

法も検討している． 
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Abstract 
In this paper, we propose a method to show the characteristics of knowledge inheritance and diffusion based on the 
coauthor networks of academic papers. We construct coauthor networks from highly cited papers and retracted papers in 
academic literature database, and create genealogies of researchers using authorship information. Then we compare and 
analyze the characteristics of the genealogies using indexes such as extension / elongation, researcher's discipleship / 
colleagueship, etc. between each paper groups. In addition, based on the results of analysis by the proposed method, we 
will discuss research activities from the organizational perspective. 
 

1. はじめに 

1.1. 研究における知識結合と知識移転 

科学の発展やイノベーションの実現には，優れた

研究者や優れた研究活動が必要である．高度で複雑

に発展してきた現代の科学技術によるイノベーショ

ンを実現するためには，研究者単独の研究活動に加

え，様々な研究者の英知を結集することも重要であ

る．英知の結集にはいくつかの方法があるであろう．

たとえば，複数の研究者が協業関係をつくり知識を

結合して新たな知識をつくることができる．また，

研究者が師弟関係をつくり知識を継承して知識を発

展させることである．時間的な観点では，前者はコ

ンテンポラリーな活動であり，後者はパーマネント

な活動である．それでは，研究活動の業績や結果と

上記の二つの研究活動の方法（協業関係，師弟関係）

との間にはどのような関係があるのであろうか． 

1.2. 研究における公正と不正 

近年，研究におけるデータのねつ造，改ざん，盗

用など，研究不正（Research Misconduct）の増加に伴
い，研究公正（Research Integrity）の確保に向けての
取り組みが図られている．例えば，2018 年 12 月に
公布された「科学技術・イノベーション創出の活性

化に関する法律」では「研究開発等の公正性の確保

等」が織り込まれており[1]，2019年 6月に閣議決定
された「統合イノベーション戦略 2019」においても
「研究公正の推進」が謳われている[2]．また，文部
科学省では「研究活動における不正行為への対応等

に関するガイドライン」を定め，同省が予算を配分

する研究機関に対する研究体制などの調査などを実

施している[3]．研究不正の発生要因としては，研究
者の理解不足や研究機関の管理体制の不備が挙げら

れているが，不正発生のメカニズムについては十分

に明らかになっているとはいえない． 

1.3. 知識結合と知識移転のメカニズム 

本稿では，知識結合と知識移転のメカニズムにつ

いて，研究活動の同僚関係や師弟関係に焦点をあて，

高被引用論文と撤回論文とを比較しつつ分析する．

上記の通り，不正発生のメカニズムについては，定

量的に十分に明らかにはなっておらず，例えば，例

えば，以下のような疑問が湧くであろう． 
(1) ある研究者で不正研究が発生した場合，協業す

る研究者でも研究不正が発生する可能性が高

いであろうか． 
(2) ある研究者の不正研究は別の研究者へ継承さ

れ，研究不正には系譜があるであろうか． 
上記のような疑問に対して，本稿では，不正研究が
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最大の原因とされる撤回論文を取り上げ，Clarivate 
Analytics社が提供するWeb of Science（WoS）に収録
された撤回論文群，インパクトファクターが比較的

高いNature誌（Nature Biotech誌およびNature Material
誌）に採録された論文群について，それぞれ共著ネッ

トワークを構築し，著者および著者間の特徴を比較

分析する． 

2. 関連研究 

2.1. 研究不正の研究 

研究不正について，Steen(2011)は，世界的医療論文
データベースである PubMed に収録された 2000 年
から 2010 年までの 724 件の撤回論文の理由を調べ
た結果，73.5％が Errorであるのに対して，26.6％の
みが Fraud（ねつ造）であるが，不正論文は増加して
いるとした[4]．その後 Fang(2012)は，PubMed に収
録された 2,047件（2012年 5月時点）の撤回論文の
理由を調べた結果，Error は 21.3%のみであり，
Misconduct（不正）が 67.4%で，その内訳は Fraud/ 
Suspected Fraud（ねつ造・ねつ造の疑い）43.4%，
Duplicate Publication（多重出版）14.2%，Plagiarism（盗
作）9.8%であり，1975 年の約 10 倍になっていると
した．[5]．撤回論文が増加した背景について，
Fanelli(2013)は，WoSに収録された 2,294件の撤回論
文を調査し，論文撤回の理由が，不正そのものの増

加による根拠はなく，不正論文の撤回によるもので

あるとしている[6]．Wang(2019)は，2017 年時点で
オープンアクセスジャーナルから抽出した

Biomedical 分野の撤退論文 621 件の理由を調査し，
Errorが 148件，Misconduct が 341件（plagiarism ：
142, duplicate publication ：101, fraud/suspected fraud ：
98）あり，不正論文論文の大半が，インパクトファ
クターの低い論文誌からであることを示した[7]．
Campos-Varela (2019)は，PubMedに収録された 2013
年から 2016年までの 1,082件の撤回論文を調べ，不
正が 65.3％で主な理由であること，イラン，エジプ
ト，中国などで頻度が高いことを明らかにした[8]．
Kuroki(2018)は，WoSに収録された 2016年 1月まで
の撤回論文 3,427件と PubMed に収録された 2012年
5 月までの撤回論文 2,047 件を分析し撤回論文には
べき乗則が適用され，一部の著者が多くの論文を撤

回していることを明らかにした[9]． 
これらの研究は，研究不正をはじめとした撤回論

文を区分して記述したものであるが，撤回論文が発

生した理由（mechanism) について明らかにしたも
のではない．本研究では，不正研究の原因について，

組織的研究活動の観点からの定量的に分析する． 

2.2. 組織的研究活動 

研究活動において，組織的活動および組織の中に

おけるリーダーは重要である．Craneは，科学知識の
成長には関連分野の共同研究集団が影響し合うこと

を明らかにした上で，これらの集団のネットワーク

を「見えざる大学（invisible university）」と呼び，科
学知識の成長には研究者間の交流や共同研究集団に

おけるリーダーシップが重要な影響を与えること，

そしてリーダーを通じてアイデアが伝播することを

説いている[10]．さらに，Allenは，高度な技術的能
力を持つとともに，組織の内外の研究者との接触頻

度が高く，外部情報を組織内部に翻訳し伝達する仲

介者を，コミュニケーションの中核を担うスター研

究者として「ゲートキーパー」と呼び，その存在が

研究開発の成果を向上させるとした[11]． 
本研究では，組織的な研究活動やリーダーシップ

がその成果に影響を及ぼすことから，研究不正につ

いても影響を及ぼす可能性があることを想定し，こ

れを定量的に分析する． 

2.3. ネットワーク分析 

科学技術を定量的に研究する科学計量学において

は，科学技術文献から構築されるソーシャル・ネッ

トワークを分析することが多く，代表的なソーシャ

ル・ネットワークとして，知識のネットワークであ

る引用ネットワークや，共同研究者のネットワーク

である共著ネットワークが挙げられる． 
引用ネットワークは，文献の引用関係から構築さ

れ，文献をノード，引用関係をエッジとするソーシャ

ル・ネットワークであり，サイエンス・マップやパ

テントマップなどに応用されている．また，既に発

行された文献をその後に発行される文献が引用する

という関係性により，時間概念をもつ有向グラフと

して示される．Leydesdorffら（2010）は，ジャーナ
ルの引用情報をもとに，ISI（現 Clarivate Analytics社）
の Subject Categoriesに基づく科学分野の関係を示す
サイエンス・マップを作成し，サイエンスの分野間

のつながりを可視化した[12]． 
一方，共著ネットワークとは，文献の共著関係か

ら構築され，著者をノード，共著関係をエッジとす

るソーシャル・ネットワークであり，リサーチャー

マップなどに応用されている．一般にはある時点ま

たは期間におけるコラボレーション関係を示す無向

グラフとして示される．Newman（2004）は，生物学，
物理学，数学の 3 分野の論文による共著ネットワー
クの構造分析を行い，論文あたりの著者数は，研究

様式によって異なり， 理論的な研究手法を主体とす
る分野（数学等）よりも，実験的な研究手法を主体

とする分野（生物学，物理学等）の方が多い傾向に

あることを示した．また，物理学では研究者同士で

綿密なネットワーク上の共著関係を構築する傾向に

あり，生物学では影響力のある研究者を中心とした

放射状の共著関係を構築する傾向があることを述べ

ている[13]．また，研究者の系譜による知識の流れの
研究として，篠田（2011）は，人工知能学会論文誌
に掲載された論文の共著ネットワークを作成して人

工知能学会における中心人物の特定を行い，また，
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その中心人物の移り変わりをみることで，人工知能

学会の系譜の作成を行った[14]． 

2.4. 本研究の目的 

本稿では，知識結合と知識移転のメカニズムにつ

いて，研究活動の師弟関係や同僚関係に焦点をあて

て分析するとともに，不正研究が最大の原因とされ

る撤回論文を取り上げ，撤回論文と高被引用論文と

を比較分析する． 

3. 手法 

3.1. 分析モデル 

共同研究における研究者の役割，研究者間の関係

は図 1の実線で示すような師弟関係と，図 1の破線
で示すような同僚関係が考えられるであろう． 
本稿では，撤回論文群や高被引用論文群などの共

著関係をもとに，著者をノード，共著論文をエッジ

として，研究者間の関係を以下のように定めて，共

著ネットワークを構築し，共著ネットワークの特徴

を師弟関係や同僚関係などのモデルを使って分析す

る． 
(1) 著者順（Authorship） 

物理学などの一部の分野を除き，共同研究にお

いて，論文のオーサーシップ（著者順）は研究

活動において，特定の役割を示すことが多いと

される． 
① 第一著者（First Author：FA）：協業研究にお

ける担当研究者．以下に示す LAから知識
を移転されることが多いと考えられる． 

② 最終著者（Last Author：LA）：協業研究の
スーパーバイザー．FA に知識を移転する
ことが多いと考えられる． 

③ 中間著者（Middle Author：MA）：協業研究
における FA／LA 以外の協力研究者とし，
FAから知識を移転されるものとする． 

(2) 研究者間の関係 
研究者間の関係には，知識の継承が行われる師

弟型と知識を結合する同僚型が考えられる． 
① 師弟型：二人の研究者の関係で，二人が含

まれる共著論文のなかで，一方が第一著者

もう一方が最終著者の論文が存在するが，

逆の論文が存在しない関係 
② 同僚型：二人の研究者の関係で，師弟型を

除く関係 
(3) 研究者の役割・機能 

師弟型の研究者間の関係において，各研究者が

果たす主な役割・機能は以下の通り様々である． 
①  孤立型：単独で研究を行う 
②  受入型：知識の移転される 
③ 創出型：知識を移転する 
④ 伝達型：知識を伝達する 
⑤ 媒介型：複数の知識を移転され，複数に知

識を移転する 
(4) 研究者の系譜 

研究者の役割・機能によって，研究者の系譜の

型は以下の通り変化する． 
① 伸張型：知識の移転が長く伸びる 
② 拡張型：知識の移転が広く拡がる 
③ 凝縮型：多くの知識が凝縮される 

本研究では，論文の著者順に基づき研究者の関係

を設定し，この関係を用いて研究者の系譜ネット

ワークを構築した上で，系譜ネットワークの特徴量

 

 

図 2 組織的研究における研究者の位置付け 
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(a) 研究者の関係 

 

 
(b) 研究者の役割 

 

 
(c) 研究の系譜  

 

図 1 研究者の関係，役割・機能，系譜 

師弟型 同僚型

孤立型 受入型 創出型 伝達型 媒介型

伸長型

拡張型 凝縮型

経営課題にAIを!ビジネスインフォマティクス研究会 (第17回)
 JSAI Special Interest Group on Business Informatics (SIG-BI #17)



と著者の特徴量を算出し分析する． 

3.2. 分析対象データ 

今回分析対象とするのは，WoSに収録されている
発行期間が 1990年から 2019年までの論文のうち，
以下に示す論文群である． 
(1) 撤回された論文群（“Retraction”に分類された撤

回論文群） 
WoS_Retraction：10494件 

(2) 高被引用論文群（インパクトファクターが高い
ジャーナルに掲載された高被引用論文群） 
WoS_Nature Biotech：9819件 
WoS_Nature Materials：5049件 

3.3. 分析プロセス 

本稿の分析ステップを以下に示す．3.2.項で示した
それぞれの論文群に対して，これらのステップで分

析する． 
Step 1. 論文の著者順に基づく研究者関係の設定 

共著論文の著者順に基づき，研究者の関係を以

下の通り定義し，エッジリストを作成する． 
(A) LA を始点とし，FA と MA を終点とする

エッジで結ばれた関係 
(B) FA を終点とし，LA と MA を始点とする

エッジで結ばれた関係 
(C) LAを始点とし，FAを終点とするエッジで

結ばれた関係（MAは無視する） 
(D) FAを始点とし，LAを終点とするエッジで

結ばれた関係（MAは無視する） 
Step 2. 研究者の系譜ネットワークを構築 

3.1.項で対象とした各論文群について，Step 1.で
定義した (A)(B)(C)(D)のエッジリストを用いて，
以下のような共著ネットワークを作成する．本

稿ではこれを「系譜ネットワーク」と呼ぶ． 
(1) 無向共著ネットワーク 

① 全ての共著関係からなる重み有り無向
ネットワーク 

② 全ての共著関係からなる重み無し無向
ネットワーク 

(2) 有向共著ネットワーク 
③④⑤⑥ (A)(B)(C)(D)のそれぞれの共著関係 

から成る重み有り有向グラフ 
⑦⑧⑨⑩ (A)(B)(C)(D)のそれぞれについて， 

2 つのノード間の有向エッジの重みの差
分を新たなエッジリストを(A1)(B1)(C1) 
(D1)とし，各々の共著関係からなる重み
有り単方向有向グラフ（なお，この場合，

重みが逆方向で等しい場合は，エッジリ

ストがなくなる） 
⑪⑫⑬⑭ (A1)(B1)(C1)(D1)のそれぞれの共著 

関係から成る重み無し有向グラフ 
Step 3. 系譜ネットワークの特徴量および著者の

特徴量の算出 

Step 2.の系譜ネットワークの特徴量および著者
の特徴量を算出する．各論文群に対して，論文

または著者ごとに，以下のネットワーク特徴量，

研究者間特徴量，研究者特徴量を算出する． 
(1) ネットワーク特徴量 
⚫ 基本特徴量 

無加重無向グラフにおいて， 
- ネットワーク密度 
- クラスタ数，クラスタサイズ，クラス

タネットワーク密度 
⚫ 伸長度・拡張度 

全加重，差分加重，差分無加重有向グラフ

において， 
- 最 大 系 譜 伸 長 度 （ Maximum 

Elongation）：あるノードから伸びてい
る有向グラフの最大のパスの長さ 

- 最 大 系 譜 拡 張 度 （ Maximum 
Expansion）：あるノードから到達でき
る有向グラフの全ての終端ノードの

数 
⚫ 師弟度・同僚度 

全加重有向グラフにおいて， 
- 師弟頻度率：全ての著者の組み合わせ

に対する，弱結合（片方向結合）の数 
- 同僚頻度率：全ての著者の組み合わせ

に対する，強結合（双方向結合）の数 
(2) 研究者特徴量 
⚫ 基本特徴量 

無加重無向グラフにおいて 
- 中心性（度数中心性，近接中心性，媒

介中心性，固有値中心性） 
⚫ 師弟度・同僚度 

全加重有向グラフについて， 
- 師弟頻度率：全ての著者の組み合わせ

に対する，弱結合（片方向結合）の数 
- 同僚頻度率：全ての著者の組み合わせ

に対する，強結合（双方向結合）の数 
- 次数（入次数，出次数，出入次数差分） 
- ゲートキーパー度（入次数ｘ出次数） 

⚫ 伸長度・拡張度 
無加重無向グラフにおいて 
- 最大系譜伸長度（Maximum Elongation） 
- 最大系譜拡張度（Maximum Expansion） 

Step 4. 特徴量の分析 
Step 3.の系譜ネットワークの特徴量および著者
の特徴量について，論文群間で比較する． 

4. 結果 

前述の 3.3 の条件に基づき，試行的分析を行った
結果の一部を表 1に示す． 
表 1より，例えば，以下のようなことが分かる． 

⚫ Nature Biotech，Nature Materialsについて，とも
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に，LAを始点とし FA/MAを終点とするネット
ワークの伸長度，拡張度が大きい． 

⚫ Retraction についても，Nature Biotech，Nature 
Materialsと同様の伸長度，拡張度が存在してい
る． 

5. 考察 

5.1. 知識の系譜 

今回の試行的分析の結果，Nature Biotech，Nature 
Materials の論文群には系譜が存在することが分
かった．また，Retractionの論文群にも，Nature Biotech，
Nature Materialsのようなインパクトファクターの高
い論文と同様に系譜が存在し，知識移転は，高被引

用論文だけでなく，撤回論文においても発生してい

ることが推察される． 

5.2. 今後の対応 

本稿で示したのは，前述の 3.3 の条件に基づいて
試行的な分析を行った結果である．今後，以下のよ

うな対応を行う予定である． 
(1) 一般の論文との比較 

本稿では，インパクトファクターの高いフォン

分として Nature Biotech及び Nature Materialsを
取り上げ，また撤回された論文群と比較したが，

これら以外に，被引用数が高くない論文群やラ

ンダムに抽出した論文群などの分析を行う． 
(2) 国・地域間の比較 

今回分析した論文データには国・地域の情報が

含まれており，その特徴を分析する． 
(3) 時間推移の分析 

撤回論文は増加傾向にあり，増加の実態につい

て，年ごとまたは一定期間ごとの推移を分析す

る． 
(4) 分野ごとの分析 

今回は，Biotechnology分野及びMaterials分野を
について分析したが，今後他の分野についても

分析を行う．著者順の慣習は分野によって異な

るとされるが，その特徴についても分析する． 

6. まとめ 

本稿では，知識の継承と拡散の特徴を，学術論文

の共著ネットワークをもとに，実証的に示す手法を

提案した．具体的には，学術論文データベースにお

いて被引用数の高い論文群，撤回された論文群，な

どの論文群について，それぞれ共著ネットワークを

構築し，著者順情報を利用して研究者の系譜を作成

した上で，論文群間で，系譜の伸長性・拡張性，研

究者の師弟性・同僚性などの特徴を比較分析する．

また，Nature Biotech誌，Nature Materials誌に掲載さ
れた論文群，及び Web of Science で撤回された論文
群の間で，系譜の伸長性・拡張性について試行的に

分析した結果，Nature Biotech，Nature Materials には
系譜が存在すること，また，撤回された論文群にも，

同様に系譜が存在し，知識移転が発生している可能

性があることが分かった．今後さらに分析を進める

予定である． 
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表 1  系譜ネットワークの特徴 
 

 

伸長度 拡張度 伸長度 拡張度 伸長度 拡張度

ladg_weight (A) 全加重 28 2,307 28 2,901 21 2,465
ladg_diff_weight (A) 差分加重 18 1,892 29 2,315 22 2,320
ladg_diff_unweight (A) 差分無加重 18 1,892 29 2,315 22 2,320
fadg_weight (B) 全加重 11 640 23 1,217 22 3,345
fadg_diff_weight (B) 差分加重 8 463 20 1,087 19 3,086
fadg_diff_unweight (B) 差分無加重 8 463 20 1,087 19 3,086
l2fdg_weight (C) 全加重 10 50 4 33 13 106
l2fdg_diff_weight (C) 差分加重 9 40 4 33 13 106
l2fdg_diff_unweight (C) 差分無加重 9 40 4 33 13 106
f2ldg_weight (D) 全加重 10 32 4 16 13 172
f2ldg_diff_weight (D) 差分加重 9 24 4 15 13 168
f2ldg_diff_unweight (D) 差分無加重 9 24 4 15 13 168

Nature Biotech Nature Materials WoS Retraction
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Abstract: Gas and electric power are one of the essential social infrastructure for social and economic 
activities. The purpose of this research is to construct a gas’ consumption model suitable for the 
distribution and sales market of LP gas in Japan by utilizing temperature. As a method of predicting 
demand, we would like to first create a model of power consumption and then apply it to LP gas. Analysis 
of customers' electric power and gas consumption can infer from what standpoint they were consuming 
public goods. Through this, we would like to offer users' reasonable prices to expand their choices and 
contribute to the efficient use of social resources. 
 
 

1．はじめに 

社会インフラエネルギーについての研究は数多く

行われている。しかし、LP ガスの使用量についての

研究は、使用率が低い等の理由から、相対的に十分

な研究が行われてこなかった。 
都市ガスが普及していない地域においては LP ガ

スの利用率が高く、小さなベンダーが各地域で競争

している傾向にある。地域別の LP ガスの使用量に

ついての研究を進めることで、今後ベンダーと消費

者の双方にプラスのメリットをもたらすことが期待

される。このような背景から、本研究では、ガス使

用量の決定要因に関する研究を進める1。 
 

2．関連研究 

電力消費量に焦点を当てた研究は数多く報告され

ている。例えば、UCI(University of California Irvine) 
Machine Learning Repository が 提 供 し て い る

Electricity Load Diagrams Dataset[1]を活用した電力消

費量についての研究[4]では、季節ごとの電力の消費

量の変化に着目している。本研究では、電力市場な

どにおける先行研究の成果を取り込み、日本のガス

市場に関する研究を行う[2-7]。 
                                                         
1 本研究を実施するにあたりアズビル金門（株）から研究の支援

を受けた。ここに記して感謝する。 

 

3．データおよび分析結果 

本分析では、LP ガス消費量の季節ごとの消費量を

分析した。分析対象期間は 2019 年-2020 年であり、

国内における複数の都市を対象として分析を行った。 
 
3.1 気温と使用量の関連性 

 

Fig. 1 は、山口市における気温と LP ガスの使用量

の関連性を示したグラフである。 
 

 
Fig. 1 気温と LP ガス使用量の関連性（山口市) 
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3.2 各気温における LPガス使用量の推定 

Table. 1 は、各温度における各利用者のガス使用量

の推計値（概略）を示したものである。推計におい

ては、最も広く知られた教師有学習モデルの一つで

あ る K 最 近 傍 法 （ KNN ： K-Nearest Neighbor 
Algorithm）を用い、データセットを構築した2 [8-10]。 

 
Table 1 気温とガス消費量の関連性（概略） 

気温(℃) ID1(㎥) ID2(㎥) … 

∶ ∶ ∶ … 

5.6 0.19 ∶ … 

5.7 0.18 ∶ … 

5.8 0.15 ∶ … 

5.9 0.13 ∶ … 

∶ ∶ ∶ … 

 
3.3 利用者の分類：K-meansによるクラスタリング 

構築したデータセットを対象としてクラスタリン

グを実施した。本稿では、クラスター数を 4 として

分析を実施した。 

 分析の結果、(1) 使用量の変動が大きいクラスタ

ー、(2) 気温の影響が小さいクラスター、(3) 気温

の上昇とともに使用量が大きく減少するクラスター、

(4) 気温の上昇とともに使用量が緩やかに減少する

クラスターなどを特定することができた。 

Fig. 3 は、気温の上昇とともに使用量が大きく減

少するクラスターに含まれるサンプルを示したもの

である。 

 
Fig.2 気温と LP ガス使用量（サンプル） 

                                                         
2 本稿では K=5 とした場合の結果を示す。 

 

4．まとめおよび今後の課題 

本分析では、日本の LP ガス使用量と気温の関連

性について分析を行った。本研究では、山口市のデ

ータに焦点を当て分析を行い、LP ガス使用料データ

から利用者をいくつかのタイプに分類できることを

見出した。今後の課題としては、分析対象地域の拡

大や、より詳細なユーザ属性を考慮した分析などが

挙げられる。 
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Application to Election Systems 
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Abstract: Agent-based-Simulation can be used to study the impact of individual decisions on the overall 
outcome. There has been a lot of research focused on giving the agent the ability to learn, especially there 
are studies that analyze corporate organizations using reinforcement learning. We focus on the election 
phenomena that there are often cases where popular candidates are suddenly overtaken by others in the 
election campaign. We try to use the characteristic of overfitting of neural networks and conditional reflex 
learning, such as the “Pavlov’s dog” effect, to explain the phenomena. 
 

1 Research Background 

Agent-based simulation, or ABS for short, is a 
method that allows a plural number of agents that 
will interact with each other according to a pre-set 
process and finally observe the overall 
changes[1,2,3,4,5,6]. 

There are also many studies[7,8,11,12,13,14] applying 
ABS for voting simulation. 

Jiménez-Rolland M et al. study[9] suggested that 
computer simulations can provide valuable 
insights into the performance of voting methods on 
different collective decision problems. Meanwhile 
M.A Wiering et al. simulated the majority voting 
results using cellular automata[10]. 

Anaëlle Wilczynski[7] considered the effect of 
heuristic algorithms on voting results and 
performed simulations. 

But in either case, the thrust of ABS-based 
research focuses on how to make the "optimal" 
decision for the agent at all times. This is 
applicable in many contexts. But in experiments 
with humans or other intelligence, it may not be so 
applicable. 

Because, human beings are not always "rational", 
people tend to have some "biases" in the process of 
learning about the environment, such as treating 
some random and accidental events as inevitable. 

It is these biases that make people tend to make 
emotional decisions. 

Therefore, it is difficult to use models to explain 
why there are often cases where popular candidates 
are suddenly overtaken by others in the election 
campaign. 

To better perform ABS with human subjects 
such as voting simulation, it is important to 
propose an agent learning model that generates 
"bias" and apply it to ABS. 

 

2 Purpose 

The purpose of this study is to develop an agent 
learning model that generates "bias" and apply it to 
ABS.  

Finally, apply this new ABS to a voting system 
and observe its effect. 

Therefore, this study can be divided into three 
parts. 

Building an agent learning model that generates 
"bias", building an ABS-based voting model, and 
combining the two for simulation observations. 

 

3 Bias-generating Agent 

3.1 Bias 
To build an agent learning model that generates 
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"bias", it is first necessary to understand "What is 
bias?". 

Lucy Suchman, a professor of anthropology of 
science and technology at the Department of 
Sociology at Lancaster University in the United 
Kingdom, put forward the view that "all human 
behavior is based on improvisation under certain 
conditions”. 

This view implies that people perform actions 
that are immediate and based on conditioned 
reflexes in a situation. 

Therefore, certain conditioned reflexes that do 
not correspond to the actual situation in terms of 
results can be considered as a kind of bias. 

From this point of view, the "Pavlov's dog" 
experiment is a good illustration of the creation of 
a bias: 

Give the dog food along with something special 
(like a bell). After many times, the dog will salivate 
even if no food is given, but only the bell is heard. 

This is a reflection of a bias (ringing = food -> 
drooling) that the dog has developed because of a 
particular circumstance. 

I call this phenomenon the "Pavlov's dog" effect. 
3.2 Overfitting 

 
Figure1: Overfitting 

Overfitting is a common problem in artificial 
intelligence learning. 

It refers to the fact that excessive learning allows 
the AI to learn something unnecessary and 
randomly occurring by chance along with it as 
correct knowledge. 

Usually, in the design of artificial intelligence, 
we want to avoid the overfitting phenomenon as 
much as possible. 

But learning "random things by chance" as 
correct knowledge is the same as our perceived 

bias, so this study would prefer a model that is 
prone to overfitting. 
3.3 Bias-generating Neural network 

 

Figure2 
In this section, we build a neural network model 

that uses the overfitting property of neural 
networks to simulate the "Pavlov's dog" effect. 

The dog model is shown in Figure2, divided into 
two parts, the reflex nerve, and the brain. 

The brain simply does the mechanical step of 
"drooling at the sight of food". 

The main focus is on the reflex nerve part. 

 

Figure3: neural network 
The neural network has 3 inputs, corresponding 

to the presence or absence of food, bells, and 
pictures. The output is the presence or absence of 
drool. 

The structure of a single neuron is shown in 
Figure4. It will accept the input passed from the 
previous layer and compute the output to the next 
layer, and will also accept the return value from the 
next layer and use it to update its weights. 

The return value used for neural network 
backtracking is then the difference between the 
output of the brain and the output of the neural 
network. 
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Figure4 

At the same time, we not only let the learning 
rate (LR) be 1 but also each backtracking will be 
repeated several times for faster overfitting. 
3.4 Simulation results 

Similar to the real-life "Pavlov's dog" 
experiment. 

For the first input, we gave both food and bell, 
and after 60 repetitions, we gave both food and 
picture 100 times, and finally re-given food and 
bell several times, observing at each moment 
whether the simulated dog would drool if the bell 
or the picture were given alone. The results are 
shown in the Figure5 

 
Figure5 

As can be seen from Figure5, the simulated dog 
will indeed be given "bell" + "food" at the same 
time several times, and finally do only hear the 
"bell", will also drool. 

And this phenomenon can be changed. 
Therefore, it is believed that this neural network 

can produce the "Pavlov's dog" effect. 
 

4 ABS-based voting model 

In this chapter, an ABS-based voting model will 
be built, in which all agents as voters will vote for 
the candidates, and the environment will make 
public the results of counting all agents’ voting 
objects as polls. At the same time, there is an option 
to tamper with the results of the polls for vote 
manipulation. 
4.1 Agent 

Agents will vote based on the results of their 
social networks and public polls, combined with 
their confidence level and ranking of their 
preferences for candidates. The model proposed by 
Dr. Anaëlle Wilczynski [7] is used here. 

4.1.1 Social networks 
Social network refers to the set of other agents 

that an agent can see, where " can see" means that 
the agent can know the voting objects of other 
agents in the social network. 

The sparseness of social networks affects the 
agent's reliance on the results of public opinion 
surveys. 

In this study, for convenience, and contrary to Dr. 
Anaëlle Wilczynski's view, the density of social 
networks is shown in Figure6. 

 
Figure6 

This will be a two-way network, using the 
concept of distance instead of density. When the 
density is p, the agent's social network is the set of 
all agents within p distance from itself. 

4.1.2 Confidence level 
As with the density of social networks, 

confidence level also affects the agent’s voting 
results. 

Each agent combines the results of polls and the 
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votes of people around them to have a guess, called 
TC[ci], about the number of candidate ci votes. 

And each agent has a preference ranking R[ci] 
for each candidate. 

Confidence is used if the value of TC[ci] + 

confidence is greater than all other TC[ci], then ci 
is the possible-winner PW. 

After identifying all possible winners, the agent 
will vote for the top possible-winner in the 
preference ranking R[ci]. 

4.1.3 Behavior pattern 
The behavior pattern of the agent is shown in 

Argo1. 

 
4.2 Environment 

The environment will count all agent's voting 
targets and make the poll results public and will 
tamper with the poll results if necessary, as shown 
in Argo2. 

 
Table1 Parameter table 

Parameter Value 

Number of voters Integer 
Number of candidates Integer 
Density Integer 
Confidence level Integer 
Whether to tamper Boolean 
Availability of neural networks Boolean 

 

4.3 Simulation results 
Based on the above steps, six simulations were 

performed and the results are shown in Figure7. 

 
Figure7.1 

 

Figure7.2 

 
Figure7.3 

 

Figure7.4 

 
Figure7.5 

 

Figure7.6 
Comparing 7.1 and 7.5, it can be concluded that 

the confidence level has an impact on the voting 
results.  

Comparing 7.1 and 7.2, it can be concluded that 
the heuristic algorithm can induce voters' votes.  

Comparing 7.3 and 7.4, it can be concluded that 
tampering with polls to manipulate voters' votes 
becomes difficult in the case of a high density of 
social networks. 
 

5 Bias-generating ABS-based 

voting model 

Differences between this model and the ABS-
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based voting model ： 
 -> Each agent has a Bias-generating Neural 

network 
 -> The agent learns after each new poll result 

is obtained by the neural network. 
5.1 Bias-generating Neural network 

This neural network is a 3*3 neural network 
with 3 inputs and 1 output. 

The inputs are respectively. 
1. Was the candidate he voted elected? 0;1 
2.Was the candidate he liked the most 

elected?0;1 
3. Was the candidate with the most votes in his 

social network elected? 0;1 
The output is the confidence level. 
The range of self-confidence is between 1 and 

10, but the output of the neural network is between 
0 and 1. 

Thus, we have: 
confidence= ⌊ output*10 + 1 ⌋ 
As mentioned earlier, the confidence level is the 

agent's prediction of the value of its vote. 
So, if the agent voting object does not get to this 

predicted increase in votes, the confidence should 
be reduced, and conversely, the confidence should 
be increased. 

We make the change in the number of votes of 
the agent voter from the last result as △. 

So, the return value = (△-confidence)/10 
5.2 Voting Process 

The process of Bias-generating ABS-based 
voting model is shown in Argo3. 

 

5.3 Simulation results 
Based on Argo3, simulations were performed 

and the results are as figure8： 

 
Figure8.1 

 
Figure8.2 

Comparing the results of the two simulations, 
we can see that 

Even with a neural network, the heuristic 
algorithm is still effective in manipulating votes by 
tampering with the poll results. 

However, this sometimes leads to unexpected 
situations, such as the one on the right, where the 
ghost candidate J is elected once instead. 

I call this situation "tampering that gets out of 
hand". 

Of course, due to the time problem, the number 
of simulations is small, so it is hard to say that this 
is not a "special case". 
 

6. Summary 

In this study, a Bias-generating Neural network 
is built and applied to a simple dog model to 
replicate the "Pavlov's dog" experiment by 
exploiting the overfitting property of neural 
networks. 

A simple voting model was also built. This 
model can be used to simulate the winning of a 
vote under various scenarios (tampering or not, 
density size of social networks, the number of 
voters/candidates, etc.). 

This voting model shows that heuristic 
algorithms to manipulate voter voting are effective. 

This is in line with the results of the model 
proposed by Dr. Anaëlle Wilczynski. 

At the same time, I applied the neural network 
model that produces the "Pavlov's dog effect" to 
this voting model and performed simulations.  

Although there is not much data yet, it seems 
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that the heuristic algorithm has the potential to "get 
out of hand". 

In future work, I will continue to improve the 
algorithm next while increasing the number of 
simulations and increasing the randomness of the 
simulations to get more data. 
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Abstract: In this study, we propose an archetype model that describes the self-resources allocation
behavior of individual agents in social and organizational simulations, and examine the applications of the
model. In social and organizational simulations, agents choose their actions according to their own
objectives or preferences. However, the agent's objective or preference variables are not always consistent
with the objective variables of the society or organization. The relationship between objectives and
resources is also neither clear nor permanent. Then, for observing the long-term behavior of agents, it
may be interesting to consider flexible relationships in the agent's objective and resource variables as well.
In this paper, we propose an archetype model that consists of variables with different properties related to
constraints and growth in the agent's self-resources. In this model, the agent's self-resource variables form
a network of input-output relationships with each other, and change dynamically. We propose to apply
this model into the simulation of human capital formation policies of a society or an organization and the
behavioral changes of internal agents in response to these policies, or to the gaming simulation for
understanding the behavioral preferences of customers in asset formation education.

1 はじめに

1.1 目的

社会・組織シミュレーションにおいてエージェン

トは，固有の目的・選好に従ってその行動を選択す

る．しかしエージェントの目的・選好は，社会や組

織の目的変数と必ずしも整合的ではない[1]ばかり

でなく，目的変数と資源変数間の関係は固定的でも

ない．そのため，エージェントの長期的な行動を観

察する場合，エージェントの目的変数と資源変数の

関係の流動的な変化を考慮したくなる場合がある．

本報告では，社会・組織シミュレーションにおけ

る，個々のエージェントによる様々な活動への自己

資源配分行動を記述するモデルのアーキタイプにつ

いて提案する．このモデルでは，エージェントの自

己資源変数が互いに入出力関係のネットワークを成

し動的に変化する．

このモデルの適用先として，社会あるいは組織の人

的資本形成施策とこれに対する内部エージェントの

行動変容のシミュレーション，あるいは資産形成教

育における顧客の行動選好把握のためのゲーミン

グ・シミュレーションについて紹介する．

1.2 問題と背景

本研究における問題は，次の二つの構造を持つエ

ージェントの自己資源の配分・成長モデルのアーキ

タイプを作成することである．一つは，エージェン

トが複数の活動に自身の資源変数を配分すること．

今一つは，これらの活動を通じた資源変数の配分・

成長の間に競合／強化関係のネットワーク構造が存

在することである．
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この問題の背景として，人的資本形成における自

己教育行動における企業の施策に対する個人の選択

の意図せざる変化，資産形成教育における教育側と

顧客側の意識の不一致という背景を考えている．こ

れについては，適用についての考察（3.2および 3.3）
であらためて触れることとする．

2 MATH モデル

本研究における問題に対して次のようなアプロー

チをとることとする．先ずアーキタイプモデルとし

て，エージェントの資源変数の典型的な性質を代表

する少数の変数で構成する．次に変数間の競合／強

化関係は視覚的に把握し易いモデルとする．

2.1 資源変数

まず，エージェントの資源変数が代表する典型的

な性質を整理するため，ここでは示量性と示強性，

上限の有無の二つの軸を用いることにする．

資源変数の示量性・示強性の軸について，本研究

では示量性(extensive)は，加法的であり資源配分にお

いて競合的に配分される（ある目的に配分されると

別の目的への配分が減少する）ことを意味するもの

とする．対して示強性(intensive)は，乗法的かつ非競

合的に作用する（複数の目的を同じ様に強化する）

こととする．また，上限については，保有・成長に

上限がない(unbounded)資源と，一定以上成長・保有

ができない上限のある（bounded）資源の違いを考慮

にいれることとする．

本稿ではこれらの組み合わせ，エージェントの活

動に影響を与える代表的な資源として，示量性で上

限のない資源として金銭的資産(M: money)，示強性

かつ上限のない資源として能力(A: ability)，示量性で

かつ上限のある資源として時間(T: time)，示強性で上

限のある資源として健康・体力(H: health)の４変数を

取り上げることとする．（図 1）

図 1．性質の組合せと代表的資源変数

2.2 活動の N2表現

次に資源変数間の競合／強化の相互関係を視覚的

に把握するために，エージェントの資源変数と活動

の関係を N2ダイアグラム[2]を援用して表現する．N2

ダイアグラムはシステム・エンジニアリングにおい

てシステムのコンポーネント間相互の入出力のネッ

トワーク関係を整理するために用いられる．N2ダイ

アグラムではコンポーネント（機能）を要素とする

隣接行列としてシステム全体の機能を表現するが

（図 2左），ここでは資源変数の配分に関心がある

ため，その双対表現（図 2右）を用いてデータとし

ての資源変数間のつながりとして機能としてのエー

ジェントの活動を表現することとする．

図 2．N2ダイアグラムとその双対表現

2.3 エージェントの MATH モデル

エージェントの基本的な４つの資源変数である金

銭的資産(M: money)，能力(A: ability)，時間(T: time)，
健康・体力(H: health)を，N2ダイアグラム（双対）形

式で記述し，各変数を入出力とするエージェントの

活動を対応する行・列を跨ぐ領域をとして記述した

ロジカルモデルを，エージェントのMATHモデルと

呼ぶことにする．（図 3）

図 3．エージェントのMATHモデル

ここで例えば，図 3左上にある活動「信託」は，

エージェントが金銭的資産を配分しさえすれば，そ

れだけで金銭的資産を出力することを示す．一方，

「投資」活動には，金銭的資産の配分のほか，能力

の高低が出力である金銭的資産の多寡に影響するこ

とを表す．同様に，「雇用労働」は時間の配分に加

え能力と体力・健康を入力として必要とし，金銭的

資産と能力の向上を出力する．これに対し「起業・
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副業」は更に加え，自身の金銭的資産を入力として

配分する必要があることを表す．他方，「単純労役」

（所謂 GIG work を含む）については，能力の投入を

要しない代わりに出力としての能力向上も得られな

い活動としてモデル化した．また，「学び」は能力

の向上を専らとする活動として記述される．

一方，上限のある加算的資源としての時間の配分

可能量を増加さえることができる活動については，

次のようなものが考えられる．例えば自身の活動に

必要な時間に相当する活動を金銭でアウトソースす

ることで「時間を買う」，既存の時間と能力を入力

として他に配分可能な時間を切り出す「時間の節約」，

健康・体力を増加させて残り時間を増やす「長生き」

という活動が考えられる．

また，健康・体力は低下するとこれを入力とする

活動の出力レベルを逓減させる因子として働くが，

これを回復させる活動として，専ら金銭的資産を入

力とする「医療」とそれ以外の資源変数を「トレー

ニング」を考えることができる．

これによって，エージェントの資源変数とエージ

ェントの活動の間の競合／強化関係のネットワーク

構造を視覚的に把握することができるようになる．

詳述は割愛するものの，これらの活動に基づく資

源変数についての差分方程式系として内部状態を，

資源変数の配分を決定変数とする，エージェントの

内部モデルを構成することができる．

3 適用の構想

ここではエージェントの内部資源配分のモデルと

してのMATHモデルを用いて，組織・社会の問題へ

の適用に向けた構想について報告する．まず MATH
モデルを用いた問題表現の基本形を示す．次いで，

組織，社会における人的資本形成における問題への

適用，さらに金融資産形成における問題への適用の

構想について紹介する．

3.1 問題表現の基本形

エージェントの内部状態モデルとしてのMATHモ

デルは，各資源変数自体がエージェントの活動の出

力にもなっており，それら自体がエージェントにと

っての複数の目的・選好変数となり得る．また，こ

れらの一次結合あるいは関数をエージェントの効用

関数とした多目的問題をエージェントの意志決定メ

カニズムとして組み込むことも可能であり，これに

よってさまざまな組織・社会の問題に適用すること

が考えられる．

そこで，組織，社会における問題表現の基本的な

形として組織とエージェントの間の個別相互作用，

そしてエージェント間のミクロな相互作用と組織・

社会とエージェント集団との間におけるマクロな相

互作用からなるミクロ・マクロループの二つを示

す．（図４）

図 4．エージェントの意志決定と組織，社会の

問題記述の基本形

組織とエージェントの間の個別相互作用（図４左）

は，例えば企業・組織とエージェントの間の非対称

情報化での利得最大化ゲームとみなすことにより，

プリンシパル・エージェンシー問題[3]の拡張問題と

なり得る．また，社会・組織の制度を境界条件とし

たミクロ・マクロループ（図 4右）では，エージェ

ントの内部資源の集合的向上を制度的に誘導する問

題が考えられる．この問題についてはエージェント

間のランダムな相互学習における期待効用をもとに

した社会学習動学モデル[4]の拡張，あるいはより詳

細なエージェント・シミュレーションによるアプロ

ーチが考えられる．

3.2 組織・社会における人的資本形成

企業組織における人的資本形成については，日本

企業においても従来の内部特化した技能付与から，

勤労者による主体的な自己啓発によるキャリア自律

[5]と副業・兼業[6]の促進が進んでいる．この流れの

中でどのようなタイプの勤労者の人的資本がどのよ

うに形成されるかは重要な課題でり，実証的な研究

[7][8]も進み始めている．

このような課題について，企業・組織がどのよう

なインセンティブによれば組織内の個人とがそれぞ

れ望ましい効用を実現していけるかは興味深い課題

である．MATHモデルは金銭的資産以外への資金配

分を含むことから，従来のエージェンシー理論から

の自然な拡張（図４左）となっている．

また MATHモデルのミクロ・マクロループ型の問

題記述（図 4右）では，社会の制度的変化が，企業

の利益最大化行動と勤労者の集合的な資源配分行動

を通じて，社会全体の人的資本にどのような変化を

もたらすかのシミュレーションが可能になると思わ

れる．

3.3 金融資産教育における顧客選好の把握
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退職世代の金融資産形成については，大規模な実

証データに基づいたシミュレーションによって個人

の資産枯渇の可能性を様々な条件の下で予測できる

[9][10]ようになってきている．しかしながら，その

結果を顧客の金融資産形成教育に活用できるとは限

らない．なぜならば，金融資産形成教育が必要な顧

客層ほど，MATHモデル的な視点からは，金銭的な

資産の蓄積に対する選好が低い「お金だけが人生で

はない」エージェントである可能性が高いからであ

る．

そこで，金融資産形成教育をデザインする側が，

教育対象となる顧客層の自己資源配分についての金

融資産のみならずそれ以外の資源に対する選好をも

把握する必要がある．このために，MATHモデルに

おける組織とエージェントの間の個別相互作用（図

４左）をベースとした，ゲーミング・シミュレーシ

ョン[11]を活用することが考えられる．これを用い

れば，金融資産形成教育のデザインする側・教育に

携わる側が，個々の顧客がどの程度「お金が問題で

はない」ないのかを知ることができると期待される．

またこのような，資産形成教育を実施することに

よってミクロな選好の実証データを蓄積することが

できる．このようなミクロな選好の実証データの蓄

積は，先述のマクロな実証データと組合わせること

によって，社会全体の金融資産形成についてのミク

ロ・マクロ両面からの実証型シミュレーションを可

能にする．さらに，ミクロ・マクロループ型の問題

（図 4右）として，金融施策の長期的インパクトの

推定にも活用可能と考えられる．

4 まとめ

本稿では，エージェントが有する自己資源変数が，

互いに入出力関係のネットワークを成し，動的に変

化するアーキタイプモデルとしてMATHモデルを提

案した．またこのモデルの適用先として，社会ある

いは組織の人的資本形成施策とこれに対する内部エ

ージェントの行動変容のシミュレーション，あるい

は資産形成教育における顧客の行動選好把握のため

のゲーミング・シミュレーションが可能になると構

想している．
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商業店舗賃料と携帯電話端末 GPSによる歩行者通行量デー
タとの関係に関する研究 ―下北沢駅周辺を対象としてー 
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Abstract: The location is important for the real estate management business, but it is difficult to be 
quantified. As a case study of the Shimokitazawa station, the correlation analysis of retail rent was examined 
with building and location measures. The location measures include KDDI’s pedestrian data in each sample 
point from GPS of mobile phone because the recent IT development has enabled us to get pedestrian data 
easily. The result showed positive correlation between retail rent and the pedestrian data can be seen. 

 

１ 研究の背景と目的 

立地は、不動産経営において重要な点であるもの

の、定量的に評価することは難しい。例えば、商業

店舗では一般に、人通りが売上に影響するため、歩

行者通行量の多い立地は人気があり、賃料が高くな

ると考えられるが、これまで歩行者通行量はエンカ

ウンター調査等による測定が必要であり、容易に検

討はできなかった。しかし、IT 技術の進歩により、

携帯電話端末のGPS位置情報から歩行者通行量デー

タを取得することができるようになった。 
そこで、本研究では、東京都下北沢駅徒歩 10 分圏

内を対象として、携帯電話端末 GPS による歩行者通

行量データと店舗賃料との相関分析を行うことでそ

の関連性を明らかにすることで、携帯電話端末の

GPS 位置情報の有用性、及び当該情報から不動産立

地評価を行う可能性を論じる。 
 

２ 既往研究の概要 

これまで、人通りや立地定量化においては、都市

空間の構成を定量的な尺度とするスペース・シンタ

ックス理論（以下、SS 理論）を用いた指標との関連

が報告されている。主に、SS 理論に基づいた解析手

法である可視性グラフ分析（以下、VGA：Visual Graph 
Analysis）により、例えば、Ota らは名古屋市の都心

域において、歩行者の要因分析を行い、街路網の中

心性を表す VGA 指標の統合値が有意であったこと

を報告しており 1）、VGA 指標は人通りと関連が認め

られている。その VGA 指標を導入した店舗賃料要

因分析では、2010 年に Netzell がストックホルム中

心地で分析を行い、統合値が採択され、決定係数を

0.65 と報告した 2）。国内では、2018 年に太田らが渋

谷駅周辺の店舗賃料要因分析を行い、決定係数を

0.367 とし、統合値が統計的に有意となったことを報

告した 3）。 
その後、張らはエージェントアナリシス（以下、

AA）により都市空間構成から歩行者通行量をシミュ

レーションし、2019 年に下北沢駅周辺での店舗賃料

と AA 指標の関連性について、やや相関が見られた

ことを報告した 4）。 
これまで都市空間構成から賑わいや歩行者通行量

をシミュレーションして店舗賃料との関連性を探っ

てきたが、携帯電話端末 GPS による歩行者通行量デ

ータを用いた分析の報告は見られない。 
 

３ 賃料データと携帯電話端末 GPS

による歩行者通行量データ 

本研究における店舗賃料データ（以下、賃料デー

タ）は、Real Estate Information Network Systems（不
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動産流通標準情報システム、以下、REINS）を用い

た。REINS には成約した不動産の売買および賃貸の

取引事例データおよび現在、取引可能な在庫データ

が保存されており、一般的に、不動産業者は REINS
を通して不動産情報を共有し、顧客となる個人また

は中小企業に提供する。下北沢駅から徒歩 10 分圏内

の商業店舗の賃貸取引事例について、2011 年 6 月～

2016 年 5 月までの 5 年間に成約した事例を抽出し、

データ不備があるものについて除外した。さらに、

同じ建物内で複数の成約事例がある場合は、賃料が

最も安い事例を採用し、他は除外し、64 件のデータ

となった。賃料データは、賃料に管理費及び共益費

を足して、面積（坪）で除した賃料坪単価を使用し

た（以下、賃料単価）。成約事例の中で、賃料単価が

最大および最小となる事例は特殊な条件があったこ

と可能性を考慮して除外し、62 件のサンプルを得た。 
携帯電話端末 GPS による歩行者通行量データは、

KDDI Location Analyzer（以下、KLA）を用いている。

KLA は、KDDI の au スマートフォンの位置情報ビッ

グデータを取り扱っている。KLA には、データが

2018 年 9 月から存在しており、店舗や施設周辺エリ

ア内の人の流れ（動線）を、道路ごとに地図上に可

視化する主要動線分析が用意されている。本研究で

は、サンプルデータの期間と最も近い 2018 年 9 月の

1 ヶ月間で徒歩のみの主要動線分析を行い、各サン

プル地点の前面道路の歩行者通行量データ（双方向）

（以下、KLA 歩行者通行量データ）を得た。 
 

４ 店舗賃料単価と KLA 歩行者通行

量データ等の相関行列 

店舗賃料単価、KLA 歩行者通行量データ、その他

の想定される候補要因変数について、相関行列を作

成した（表１）。想定される候補要因変数には、建物

属性として、所在階、1 階ダミー、契約面積、建物階

層、経過築年数、建物構造（鉄骨造、RC 造）ダミー

を用いる。1 階ダミーは、所在階が 1 階に該当する

か否かのダミー変数である。立地属性として、駅か

らの距離は下北沢駅からの最短歩行距離を 80m単位

で計測し、下北沢駅以外の駅からも 10 分以内の場合

には二駅利用可能であるダミー変数を用いた。 
店舗賃料単価との相関では、1 階ダミー、所在階、

KLA 歩行者通行量データの順に相関係数が高いこ

とが確認された。店舗賃料単価と KLA 歩行者通行量

データとの相関係数は 0.314 となり、やや弱い相関

が見られた。張らのエージェントアナリシスによる

既往研究における店舗賃料単価と AA 足跡数との相

関係数の最大 0.491 よりは低い結果となった。 

 
 
 

 
 

５ 結論 

店舗賃料単価との相関では、1 階ダミー、所在階、

KLA 歩行者通行量データの順に相関係数が高いこ

とが確認された。店舗賃料単価と KLA 歩行者通行量

データとの相関係数は 0.314 となり、やや弱い相関

が見られた。やや弱い相関ではあるが、相関が見ら

れたことは今後の可能性を示唆している。 
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賃料単価
歩行者
通行量

1階ダミー 0.419 -0.242

所在階 -0.358 0.066

KLA歩行者通行量データ 0.314

RCダミー 0.183 0.133

駅からの距離(m) -0.158 -0.354

契約面積(坪) -0.148 0.021

二駅利用ダミー -0.099 -0.135

鉄骨造ダミー -0.097 -0.125

建物階層 -0.088 0.059

経過築年数(年) 0.030 0.218

表１ 店舗賃料単価と KLA 歩行者通行量データ

等の相関行列 
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